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はじめに 

 

寒川町
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では、障
しょう
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できる地域
ち い き

社会
しゃかい

の実現
じつげん
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さまざま

な支援
し え ん

やサービスの充実
じゅうじつ
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しょう

がい者
しゃ

施策
し さ く
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と

り組
くん

んでまいりました。 

近年
きんねん

の動向
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としては、障
しょう

がいのある人
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 第第１１章章    総総  論論  

 

１１．．計計画画策策定定のの趣趣旨旨  

 

町では、「障がいのある人もない人も、地域の中で安心して暮らせる社会を目指

して」という基本理念のもと、「障がい者やさしさプラン（第５次寒川町障がい者

計画）」（計画期間:令和３年度（2021 年度）～令和５年度（2023 年度））を、そ

して、「障がい者やさしさプラン」に掲げる具体的な施策を展開していくうえで、

障がい福祉サービス＊や地域生活支援事業の必要な見込量とそれを確保するための

方策を定めた「第６期寒川町障がい福祉計画」（計画期間: 令和３年度（2021 年

度）～令和５年度（2023 年度））を、さらに障がい児通所支援＊や障がい児相談支

援についての必要な見込量とそれを確保するための方策を定めた「第２期寒川町障

がい児福祉計画」（計画期間: 令和３年度（2021 年度）～令和５年度（2023 年

度））を「寒川町障がい者福祉計画」として一体的に策定し、一貫した障がい福祉

施策を推進してまいりました。 

   

これまでの間、令和３年（2021 年）５月に「障がいを理由とする差別の解消

の推進に関する法律」（障害者差別解消法）が改正され、また、令和４年（2022

年）12 月には、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（障害者総合支援法）＊」等の一括法案の改正により、障がいを理由とする差別を

解消するための支援措置の強化、障害者等の地域生活の支援体制の充実、相談支援

体制の強化、多様な就労ニーズに対する支援及び雇用の質の向上の推進等、支援体

制の充実・強化だけでなく、就労における新たな支援も始まります。また、令和５

年（2023 年）4 月から「神奈川県当事者目線の障害福祉推進条例」が施行され、

障がい者が障がいを理由とするいかなる差別や虐待を受けることなく自らの望む

暮らしを実現することができ、障がい者のみならず誰もが喜びを実感できる地域共

生社会の実現を目指す取り組みが進められています。 

さらに、世界共通の目標である SDGｓ（持続可能な開発目標）＊に掲げられて

いる「誰一人も取り残さない」という理念を取り入れ、切れ目のない支援を図るた

めのサービスの充実や体制強化に取り組むとともに、現代社会が抱える様々な問題

を見直しの機会と捉え、長期的な視点を持って対応していく必要があります。 

 

このような背景を踏まえて、町においても、令和６年（2024 年）からスター

トする新たな計画においては、現行の計画の基本理念を引き継ぎつつ、障がい者施

策を推進していくために、「障がい者やさしさプラン（第６次寒川町障がい者計

画）」・「第７期寒川町障がい福祉計画」・「第３期寒川町障がい児福祉計画」の 3 計

画をあわせもつ「寒川町障がい者福祉計画」を一体的に策定するものです。 
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２２．．計計画画のの目目的的  

  

 この計画は、「障害者基本法＊」第 11 条第３項の規定により策定されている町の「障

がい者計画」、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」第

88 条第 1 項に規定されている「障がい福祉計画」及び「児童福祉法＊」第 33 条の

20 第 1 項に規定されている「障がい児福祉計画」の３つの計画を盛り込み、調和の

とれた一体的な計画とするために策定しました。 

策定に当たっては、国の「障害者基本計画」、「障害者福祉計画に関する基本指針」、

神奈川県の「当事者目線の障害福祉推進条例に基づく基本計画」を踏まえ、「障がい

のある人もない人も、地域の中で安心して暮らせる社会を目指して」という基本理念

の実現に向けて、他の関連する諸計画との整合性を保ち、基本的には、これまでの計

画を継承し、必要な施策を着実に推進していきます。 

 

 

３３．．障障ががいい者者計計画画とと障障ががいい福福祉祉計計画画及及びび障障ががいい児児福福祉祉計計画画ににつついいてて   

  

市町村における障がい児者の福祉に係る計画には、「障害者基本法」に基づく、「障

がい者計画」や、「障害者総合支援法」に基づく、「障がい福祉計画」、「児童福祉法」

に基づいた「障がい児福祉計画」の 3 つの法定計画があります。 

  

  

 障がい者計画 障がい福祉計画 障がい児福祉計画 

根拠法令 障害者基本法 

（昭和 45 年５月 21 日施行） 

障害者総合支援法 

（平成 25 年４月１日施行） 

児童福祉法 

（昭和22年12月12日施行） 

位置づけ 障がい者の福祉に関する

施策を総合的かつ計画的

に推進していくための基

本的な計画 

障がい福祉サービス、相

談支援及び地域生活支援

事業について、種類ごと

に各年度の必要な見込量

とそれを確保するための

方策を定める計画 

障がい児通所支援及び障

がい児相談支援につい

て、種類ごとに各年度の

必要な見込量とそれを確

保するための方策を定め

る計画 
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４４．．計計画画のの位位置置づづけけ  

  

この計画は、本町の町政運営における基本的な計画である「寒川町総合計画２０４

０」の個別計画として位置づけられる「寒川町みんなの地域福祉つながりプラン」を

上位計画として策定します。 

「障がい者やさしさプラン（寒川町障がい者計画）」は、障害者基本法に基づく、

障がい者の福祉に関する施策を、総合的かつ計画的に推進していくための基本的な計

画である「市町村障害者計画」と位置づけます。 

「寒川町障がい福祉計画」は、障害者総合支援法に基づく、障がい福祉サービス、

相談支援及び地域生活支援事業について、種類ごとに各年度の必要な見込量等を定め

る計画である「市町村障害福祉計画」と位置づけます。 

「寒川町障がい児福祉計画」は、児童福祉法に基づく障がい児通所支援及び障がい

児相談支援について、種類ごとに各年度の必要な見込量等を定める計画である「市町

村障害児福祉計画」と位置づけます。 

また、この計画は、本町の各計画等との整合を図りながら推進します。  

 

 

◆◆障障ががいい者者福福祉祉計計画画のの位位置置づづけけ◆◆     

寒川町総合計画２０４０【町の最上位計画】 

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画 

(

介
護
保
険
事
業
計
画) 

障
が
い
者
福
祉
計
画 

 

障
が
い
者
や
さ
し
さ
プ
ラ
ン 

 
 

障
が
い
福
祉
計
画 

 
 

障
が
い
児
福
祉
計
画 

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画 

さ
む
か
わ
元
気
プ
ラ
ン 

そ
の
他
各
関
連
計
画 

寒川町みんなの地域福祉つながりプラン 

※保健福祉分野の上位計画として位置づけ 
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５５．．計計画画のの期期間間  

  

障がい者計画と障がい福祉計画、障がい児福祉計画の調和を考慮し、一体的に策定

することが望ましいため、計画期間は、令和６年度（2024 年度）から令和８年度

（2026 年度）までの３年計画とします。 

なお、制度改正等を踏まえ、必要に応じ、計画期間中であっても必要な見直しを行

うものとします。 

 

 

◆◆計計画画期期間間◆◆     

 

 令和３年度

（2021 年度） 

令和 4 年度

（2022 年度） 

令和 5 年度

（2023 年度） 

令和６年度

（2024 年度） 

令和７年度

（2025 年度） 

令和８年度

（2026 年） 

やさしさプラン 

（障がい者計画） 

      

 

障がい福祉計画 

 

      

 

障がい児福祉計画 

 

      

 

 

障がい者福祉計画 

(第５次障がい者計画) 

(第６期障がい福祉計画) 

(第２期障がい児福祉計画) 

障がい者福祉計画 

(第６次障がい者計画) 

(第７期障がい福祉計画) 

 (第３期障がい児福祉計画) 
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６６．．計計画画のの対対象象者者  

  

 この計画における「障がい者」の範囲については、障害者総合支援法第４条第

１項及び第２項に規定されているとおりとします。 

具体的には、身体障がい、知的障がい、精神障がいに加え、難病＊、発達障が

い＊（自閉スペクトラム症＊など）、高次脳機能障がい＊などの疾病や障がいのある

人となります。 

障害者総合支援法関連サービスの対象者 

障害者総合支援法は、障がいのある人の自立した日常生活や社会生活を可能とする

ために、必要な障がい福祉サービスに係る給付その他の支援を行うことを目的として 

おります。障がい福祉サービス及び支援事業の全体像は下図のような体系となってお

り、サービス及び支援の対象者は以下のとおりとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相談支援 
相談支援 

障がい者・障がい児・難病患者 

自立支援給付＊ 

地域生活支援事業 

 

○居宅介護 

○重度訪問介護 

○同行援護 

○行動援護 

○重度障がい者等包括支援 

訪問系サービス 

 

〇自立生活援助 

○共同生活援助 

○施設入所支援 

居住系サービス 

 

○相談支援事業 

○ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ支援事業 

○日常生活用具＊給付等事業 

○移動支援事業 

○地域活動支援センター＊機能

強化事業 

必須事業 
 

○訪問入浴サービス事業 

○日中一時支援事業 

○社会参加促進事業 

任意事業 

 
○計画相談支援 

〇地域移行支援 

〇地域定着支援 

 
○生活介護 ○自立訓練 

〇宿泊型自立訓練 

○就労選択支援 

○就労移行支援 

○就労継続支援 

〇就労定着支援 

○療養介護 ○短期入所 

 

日中活動系サービス 

相談支援 
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児童福祉法関連サービスの対象者 

児童福祉法に基づき、障がい児支援の強化を図るため、障がい児の通所支援の「児

童発達支援」や「放課後等デイサービス」等を実施しております。サービス及び支援

事業の全体像は下図のような体系となっており、サービス及び支援の対象者は以下の

とおりとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障がい児 

障がい児支援 
 

 

○児童発達支援 

○放課後等デイサービス 

○居宅訪問型児童発達支援 

○保育所等訪問支援 

障がい児通所支援 

 

○障がい児相談支援 

 

障がい児相談支援 
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（１）訪問系サービスの対象者 

サービス名 利用対象者 

居宅介護 

障がい支援区分＊が１以上（障がい児の場合はこれに相当する支援の度

合）である人。ただし、通院等介助（身体介護を伴う場合）を算定する

場合は、下記のいずれにも該当する人。 

（１）区分２以上に該当していること。 

（２）障がい支援区分の調査項目のうち、次に掲げる状態のいずれか一

つ以上に認定されていること。 

   ・「歩行」：「全面的な支援」 

   ・「移乗」「移動」：「見守り等の支援」、「部分的な支援」又は「全

面的な支援」 

   ・「排尿」「排便」：「部分的な支援」又は「全面的な支援」 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由＊又は重度の知的障がいもしくは精神障がいにより行

動上著しい困難を有する人であって、常時介護を要する人。 

具体的には、障がい支援区分が４以上で、次の（ア）又は（イ）のいず

れかに該当する人。 

（ア）下記のいずれにも該当すること。 

（１）二肢以上に麻痺等があること。 

（２）障がい支援区分の認定調査項目のうち「歩行」「移乗」「排尿」 

「排便」のいずれも「支援が不要」以外と認定されていること。 

（イ）障がい支援区分の認定調査項目のうち行動関連項目等（１２項目） 

の合計点数が１０点以上である人。 

同行援護 

視覚障がい＊により、移動に著しい困難を有する人等。 

具体的には障がい支援区分に関わりなく、「同行援護アセスメント調査

票」において、「視力障がい」「視野障がい」及び「夜盲」のいずれかが1

点以上であり、「移動障がい」の点数が１点以上の人。 

行動援護 

知的障がい又は精神障がいにより行動上著しい困難を有する人等で、常

時介護を要する人。 

具体的には、障がい支援区分が３以上で、障がい支援区分の認定調査項

目のうち行動関連項目等（１２項目）の合計点数が１０点以上（障がい

児の場合はこれに相当する支援の度合）である人。 

重度障がい者等包
括支援 

常時介護を要する障がいのある人等であって、意思疎通を図ることに著

しい支障がある人のうち、四肢の麻痺及び寝たきりの状態にある人並び

に知的障がいまたは精神障がいにより行動上著しい困難を有する人。 

具体的には、障がい支援区分が６（障がい児の場合は区分６に相当する

支援の度合）に該当する人のうち、意思疎通に著しい困難を有する人で

次の（ア）又は（イ）のいずれかに該当する人。 

（ア）重度訪問介護の対象であって、四肢すべてに麻痺等があり、寝た

きり状態にある障がいのある人のうち、下記のいずれかに該当する人。 

（１）人工呼吸器による呼吸管理を行っている身体障がいのある人。 

（２）最重度知的障がいのある人。 

（イ）障がい支援区分の認定調査項目のうち行動関連項目等（１2項目）

の合計点数が１０点以上である人。 
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（２）日中活動系サービスの対象者 

サービス名 利用対象者 

生活介護 

入浴、排せつ及び食事等の介護、創作的活動又は生産活動の機会の提供、

その他の必要な援助を要する障がいのある人であって、常時介護を要す

る人。 

具体的には、地域や入所施設において、安定した生活を営むため、常時

介護等の支援が必要な人として次に掲げる人。 

（１）障がい支援区分が３（障がい者支援施設に入所する場合は区分４）

以上である人。 

（２）年齢が５０歳以上の場合は、障がい支援区分が２（障がい者支援

施設に入所する場合は区分３）以上である人。 

（３）障がい者支援施設に入所する人であって障がい支援区分４（５０

歳以上の場合は障がい支援区分３）より低い人のうち、指定特定相談支

援事業者によるサービス等利用計画案の作成の手続きを経た上で、町が

利用の組み合わせの必要性を認めた人。 

自立訓練 

＜機能訓練＞ 

地域生活を営む上で、身体機能・生活能力の維持・向上等のため、一定

の支援が必要な身体に障がいのある人又は難病等対象の人。 

具体的には、次に該当するような人。 

（１）入所施設・病院を退所・退院した人で、地域生活への移行等を図

る上で、身体的リハビリテーション＊の継続や身体機能の維持・回復など

の支援が必要な人。 

（２）特別支援学校＊を卒業した人で、地域生活を営む上で身体機能の維

持・回復などの支援が必要な人。 

＜生活訓練＞ 

地域生活を営む上で、生活能力の維持・向上等のため一定の支援が必要

な、知的障がいや精神障がいのある人。 

具体的には、次に該当するような人。 

（１）入所施設・病院を退所・退院した人で、地域生活への移行を図る

上で、生活能力の維持・向上などの支援が必要な人。 

（２）特別支援学校を卒業した人や、継続した通院により症状が安定し

ている人等で、地域生活を営む上で、生活能力の維持・向上などの支援

が必要な人。 

宿泊型自立訓練 

地域生活を営む上で、生活能力の維持・向上等のため、一定の支援が必

要な知的障がいや精神障がいのある人のうち、日中、一般就労＊や障がい

福祉サービスを利用している人等で、地域移行に向けて一定期間、居住

の場を提供して帰宅後における生活能力等の維持・向上のための訓練、

その他の支援が必要な人。 

就労選択支援 

就労移行支援又は就労継続支援を利用する意向を有する人及び現に就労

移行支援又は就労継続支援を利用している人。（令和７年１０月１日施

行のため省令で対象者が明確になっていない。） 

就労移行支援 

就労を希望する６５歳未満の障がいのある人で、通常の事業所に雇用さ

れることが可能と見込まれる人。 

具体的には、次に該当するような人。 

（１）就労を希望する人で、単独で就労することが困難であるため、就

労に必要な知識及び技術の習得もしくは就労先の紹介、その他の

支援が必要な６５歳未満の人。 

（２）あん摩マッサージ指圧師免許、はり師免許又はきゅう師免許を取 

得することにより、就労を希望する人。 
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サービス名 利用対象者 

就労継続支援Ａ型 
（雇用型） 

企業等に就労することが困難な人で、雇用契約に基づき、継続的に就労す

ることが可能な６５歳未満の人（利用開始時６５歳未満の人）。 

具体的には、次に該当するような人。 

（１）就労移行支援事業を利用したが、企業等の雇用に結びつかなかった

人。 

（２）特別支援学校を卒業して就職活動を行ったが、企業等の雇用に結び

つかなかった人。 

（３）企業等を離職した人等就労経験のある人で、現に雇用関係がない人。 

就労継続支援Ｂ型 
（非雇用型） 

就労移行支援事業等を利用したが一般企業等の雇用に結びつかない人や、

一定年齢に達している人などで、就労の機会等を通じ、生産活動にかかる

知識及び能力の向上や維持が期待される人。 

具体的には、次に該当するような人。 

（１）就労経験がある人で、年齢や体力の面で一般企業に雇用されること

が困難となった人。 

（２）就労移行支援事業を利用（暫定支給決定での利用を含む）した結果、

B型の利用が適当と判断された人。 

（３）上記に該当しない人で、５０歳に達している人又は障害基礎年金＊

１級受給者。 

就労定着支援 

就労移行支援等を利用した後、通常の事業所に新たに雇用された障がいの

ある人であって、就労を継続している期間が6月を経過した障がいのある

人。（病気や障がいにより通常の事業所を休職し、就労移行支援等を利用

した後、復職した障がいのある人であって、就労を継続している期間が6

月を経過した障がいのある人も含む。） 

療養介護 

病院において機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介

護、日常生活上の世話、その他の必要な医療を要する障がいのある人で常

時介護を要する人。 

具体的には、病院等への長期の入院による医療的ケア＊に加え、常時の介

護を必要とする障がいのある人として次に掲げる人。 

（１）筋萎縮性側索硬化症（ALS）患者等気管切開を伴う人工呼吸器に

よる呼吸管理を行っている人で、障がい支援区分が６の人。 

（２）筋ジストロフィー患者又は重症心身障がい＊のある人で、障がい支

援区分が５以上の人。 

短期入所 

居宅において介護を行う人の疾病、その他の理由により、障がい者支援施

設、児童福祉施設等への短期間の入所を必要とする障がいのある人。 

具体的には、次に該当するような人。 

（１）障がい支援区分が１以上である人。 

（２）障がい児に必要とされる支援の度合に応じて厚生労働大臣が定める

区分が１以上に該当する障がい児。 
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（３）居住系サービスの対象者 

サービス名 利用対象者 

共同生活援助 

(グループホーム) 

障がいのある人（身体の障がいにあっては、６５歳未満の人又は６５歳

に達する日の前日までに障がい福祉サービスもしくはこれに準ずるもの

を利用したことがある人に限る）。 

施設入所支援 

（１）生活介護を受けている人で、障がい支援区分が４（５０歳以上の

人にあっては区分３）以上である人。 

（２）自立訓練又は就労移行支援を受けている人で、入所しながら訓練

等を実施することが必要かつ効果的であると認められる人又は地

域における障がい福祉サービスの提供体制の状況、その他のやむ

を得ない事情により、通所によって訓練等を受けることが困難な

人。 

（３）生活介護を受けている人で障がい支援区分４（５０歳以上の場合

は障がい支援区分３）より低い人のうち、指定特定相談支援事業

者によるサービス等利用計画案の手続きを経た上で、町が利用の

組合せの必要性を認めた人。 

（４）就労継続支援Ｂ型を受けている人のうち、指定特定相談支援事業

者によるサービス等利用計画案の作成の手続きを経た上で、町が

利用の組合せの必要性を認めた人。 

自立生活援助 

障害者支援施設もしくは共同生活援助を行う住居等を利用していた障が 

いのある人又は居宅において、単身であるためもしくはその家族と同居 

している場合であっても、当該家族等が障がいや疾病等のため居宅にお 

ける自立した日常生活を営む上での各般の問題に対する支援が見込めな 

い状況にある障がいのある人であって、自立した日常生活を営むための 

環境整備するための援助を要する人。 

 

 

（４）障がい児通所系サービスの対象者 

サービス名 利用対象者 

児童発達支援 

療育＊の観点から集団療育及び個別療育を行う必要があると認められる、

次に該当するような未就学の障がい児。 

（１）町が行う乳幼児健診等で療育の必要性があると認められた児童。 

（２）保育所や幼稚園に在籍しているが、併せて指定児童発達支援事業

所で、専門的な療育・訓練を受ける必要があると認められた児童。 

放課後等 

デイサービス 

学校教育法第一条に規定している学校（幼稚園及び大学を除く）に就学

しており、授業の終了後又は休業日に支援が必要と認められた障がい児。 

居宅訪問型 

児童発達支援 

重度の障がいの状態その他これに準ずるものとして厚生労働省令で定め

る状態にあり、児童発達支援又は放課後等デイサービスを受けるために

外出することが著しく困難であると認められた障がい児。 

保育所等訪問支援 

保育所、その他の児童が集団生活を営む施設として厚生労働省令で定め

るものに通う障がい児で、当該施設において、専門的な支援が必要と認

められた障がい児。 
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（５）相談支援の対象者 

サービス名 利用対象者 

計画相談支援 障がい福祉サービス又は地域相談支援を利用する全ての障がいのある人 

障がい児相談支援 障がい児通所支援を利用する全ての障がいのある児童。 

地域移行支援 

障がい者支援施設等に入所している障がいのある人又は精神科病院に入

院している精神障がいのある人その他の地域における生活に移行するた

めに重点的な支援を必要とする人。具体的には、次に該当するような人。 

（１）障がい者支援施設、のぞみの園、児童福祉施設又は療養介護 

を行う病院に入所している障がいのある人。 

（２）精神科病院に入院している精神障がいのある人。 

（３）救護施設又は更生施設に入所している障がいのある人。 

（４）刑事施設（刑務所、少年刑務所、拘置所）、少年院に収容されて

いる障がいのある人。 

（５）更生保護施設に入所している障がいのある人又は自立更生促進セ

ンター、就業支援センターもしくは自立準備ホームに宿泊してい

る障がいのある人。 

地域定着支援 

居宅において単身等で生活する障がいのある人。具体的には、次に該当

するような人。 

（１）居宅において単身のため緊急時の支援が見込めない状況にある人。 

（２）居宅において家族と同居している障がいのある人であっても、当

該家族等が障がい、疾病等のため、障がいのある人に対し、当該

家族等による緊急時の支援が見込めない状況にある人。尚、障が

い者支援施設等や精神科病院から退所・退院した人の他、家族と

の同居から一人暮らしに移行した人や地域生活が不安定な人等も

含む。 
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７．計画の推進体制 

（１）計画の達成状況の検証及び評価 

この計画の内容は、福祉、保健、教育、都市整備、防災等広範囲にわたっており、

目標を実現するには関係部署の連携により、効果的かつ計画的に取り組む必要があ

ります。そこで、計画の推進にあたっては、健康福祉部を中心とした庁内の横断的

な連携を図ってまいります。 

また、計画を着実に推進するために、「寒川町地域自立支援協議会＊」において、 

 分析、評価を行い達成状況や施策の効果を検証し、各種機能の更なる強化・充実に

つなげてまいります。評価や今後の方向性の具体的な内容については、ホームペー

ジに公表します。 

 

 

（（２２））計計画画のの推推進進体体制制  

  ①①障障ががいいののああるる人人、、町町民民等等のの意意見見のの反反映映  

   ・計画を推進していくために、障がいのある人とその家族、支援者、当事者団

体、町民等との協議・意見交換を行うとともに、意見や提言を各施策に取り

入れられるよう努め、計画の策定・見直しに反映させていきます。 

 

  ②②町町民民へへのの情情報報提提供供のの充充実実  

   ・国や県からの情報収集、近隣市町村との情報交換を密に行い、障がいのある 

人や家族に向けた、障がい福祉施策の情報提供の充実を図ります。 

   ・地域自立支援協議会の運営状況については、ホームページ等で公表していき

ます。 

 

  ③③各各施施策策のの実実行行にに向向けけたた財財源源のの確確保保  

   ・計画で位置づけられた各施策を着実に推進していくために、必要な財源の 

確保に努めていきます。 

 

  ④④関関係係機機関関ととのの連連携携  

   ・各施策を展開していくために、地域社会を構成する町民やサービス提供事業

者、企業等が協働の視点に立って、それぞれの役割を果たすとともに、相互

の連携や、ボランティア＊等の協力を図りながら、計画に位置づけられた各

施策の実行に向けて取り組んでいきます。 
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 第第２２章章    障障ががいい者者等等のの現現状状  

 
１．寒川町の現状  

 

（１）人口の推移 

町の人口は、令和５年（2023 年）４月１日現在で 49,077人となっており、増加して

います。 

区分 
平成３０年 
（2018 年） 

平成３１年 
（2019） 

令和２年 
（2020 年） 

令和３年 
（2021 年） 

令和４年 
（2022 年） 

令和５年 
（2023 年） 

総人口 48,457 48,581 48,743 48,973 49,053 49,077 

※各年の総人口は４月１日現在の住民基本台帳に基づく数値であり、外国人登録を含みます。 

 

 

 

（２）障がい者等数の推移 

令和 5 年（2023 年）４月１日現在、町の身体障害者手帳＊・療育手帳＊・精神障害者保

健福祉手帳＊の所持者数は 2,353 人、その推移は下表のとおりで、総人口に占める割合は

4.79％となっています。特に、精神障がい者＊の数は年々増加しています。 

国の状況については、内閣府が作成する令和５年版障害者白書において、人口千人当た

りの人数でみると、身体障がい者＊は 34 人、知的障がい者＊は９人、精神障がい者は 49

人となっており、複数の障がいを併せ持つ人もいるため、単純な合計にはならないものの、

国民のおよそ 9.2％が何らかの障がいを有している状況です。また、国においても、精神

障がい者が増加している状況となっています。 

 

 
令和２年 

（2020 年） 
令和３年 

（2021 年） 
令和４年 

（2022 年） 
令和５年 

（2023 年） 

身体障がい者 1,360 1,345 1,341 1,318 

身体障がい児 44 40 39 40 

知的障がい者 289 321 314 339 

知的障がい児 145 129 140 142 

精神障がい者 444 460 476 514 

合  計 2,282 2,295 2,310 2,353 

対人口比率 4.68％ 4.69％ 4.71％ 4.79％ 

（資料：寒川町福祉課調べ 各年４月１日現在） 
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【等級・障がい別等人数集計】   

 

◆身体障がい児者数（身体障害者手帳所持者数） 

 令和５年（2023年）４月１日現在、身体障害者手帳の所持者は1,358人、令和２年（2020

年）と比べて、約 9.7％の減少となっています。 

                                （単位：人） 

障がい別 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 7 級 計 

視覚障がい 21 47 10 18 37 11  144 

聴覚障がい＊  36 21 37  62  156 

平衡機能障がい  

0 

 0  1   1 

音声機能障がい   11 8    19 

言語機能障がい   5 0    5 

肢体不自由（上肢） 41 101 85 48 21 36 43 375 

肢体不自由（下肢） 36 

 

37 114 200 42 27 36 492 

肢体不自由（体幹） 34 33 12  15   94 

心臓機能障がい 150  26 27    203 

腎臓機能障がい 123  1 1    125 

呼吸器機能障がい 5  8 4    17 

膀胱直腸障がい 0  7 

 

66    73 

肝臓機能障がい 4 2 0 0    6 

その他内部障がい＊ 0 

 

4 2 0    6 

計 414 260 302 409 116 136 79 1,716 

実数(総合等級) 474 208 180 316 83 97  1,358 

 

 

（令和５年（2023 年）４月１日現在） 

※実数は、２つ以上の障がいが重複する場合、重複する障がいの合計指数に応じて、総合等級 

が決まるため、本来存在していない等級にカウントされている場合があります。 

 

 

◆知的障がい児者数（療育手帳所持者数） 

令和 5 年（2023 年）４月１日現在、療育手帳の所持者数は 481 人、令和 2 年（2020

年）と比べ、約 10.8％の増加となっています。 

（単位：人） 

最重度 

（A1） 

重度 

（A2） 

中度 

（B1） 

軽度 

（B2） 
合計 

88 76 112 205 481 

（令和 5 年（2023 年）４月１日現在） 
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◆精神障がい者（精神障害者保健福祉手帳所持者数） 

令和 5 年（2023 年）４月１日現在、精神障害者保健福祉手帳の所持者数は 514 人、令

和 2 年（2020 年）と比べ、約 15.7％の増加となっています。 

（単位：人） 

１級 ２級 ３級 合計 

45 327 142 514 

（令和５年（2023 年）４月１日現在） 

 

 

 

◆保険別自立支援医療＊(精神通院)件数 

（単位：人） 

被保険者 被扶養者 国民健康保険 生活保護 その他 合計 

201 202 292 122 39 856 

（令和５年（2023 年）４月１日現在） 

 

 

 

◆障がい福祉サービスに係る障がい支援区分の取得者数 

（単位：人） 

区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分 6 区分なし 合計 

0 37 51 55 37 68 96 344 

（令和５年（2023 年）４月１日現在） 
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（３）障がい者数の将来推計 
 

令和３年度（2021 年度）から令和５年度（2023 年度）の間、身体障がい者数につい

ては減少、知的障がい者と精神障がい者数については増加の傾向にあります。特に精神障

がい者数の高い伸びを鑑みると、今後も引き続き増加の傾向は変わらないと予測していま

す。 

 

1,418 1,408 1,409 1,442 1,445 1,427 1,404 1,385 1,380 1,358 1,340

347 362 375 390 398 404 434 450 454 481 509

361 330 343
367 392 423 444 460 476 514 572

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R8

精神

知的

身体

 
 

※令和８年度（2026 年度）の障がい者数については、町の人口ビジョンに基づき推計しています。 

最新の人口ビジョンは、令和６年度（2024 年度）に入ってから発表される予定となっているた

め、今回の推計については、令和２年度（2020 年度）に作成された人口ビジョンに基づき推計

しています。 
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（４）障がい福祉サービス別支給決定の状況  

令和５年（2023 年）４月１日現在の町の事業種別ごとの支給決定人数、支給決定量は、

下表のとおりとなっています。 

    

 
サービス名称 

支給決定 

人数 支給量 単位 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
自立支援
給付 
サービス 

居宅 
介護 

身体介護 44 907 時間 

通院等介助（身体あり） 11 97 時間 

通院等介助（身体なし） 2 27 時間 

家事援助 41 591 時間 

通院等乗降介助 5 36 回 

重度訪問介護 3 499 時間 

同行援護 11 516 時間 

行動援護 2 45 時間 

重度障害者等包括支援 ０ 0 日 

生活介護 114 2,401 日 

自立訓練（機能訓練） 0 0 日 

自立訓練（生活訓練） 1 22 日 

宿泊型自立訓練 １  日 

就労移行支援 23 491 日 

就労継続支援Ａ型 14 308 日 

就労継続支援Ｂ型 117 2,371 日 

就労定着支援 7  日 

療養介護 8  日 

短期入所 75 641 日 

共同生活援助 83  日 

施設入所支援 46  日 

自立生活援助 ０  日 

計画相談支援 192    

地域移行支援 ０ 0 日 

地域定着支援 0 0 日 
 
 
 

障がい児
通所支援 

児童発達支援 55 724 日 

放課後等デイサービス 115 1,943 日 

保育所等訪問支援 1 2 日 

居宅訪問型児童発達支援 0 0 日 

障がい児相談支援 55   

 （令和５年（2023 年）４月１日現在） 

※サービスの人数及び支給量は一月あたりの値 
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２．前障がい者計画の検証 

 

実施状況等から見た今後の課題 

前計画では、「障がいのある人もない人も、地域の中で安心して暮らせる社会を目

指して」という基本理念のもと５つの基本目標により、施策を展開してきました。前

計画の実施状況などから見た今後の課題は次のとおりです。 

 

前計画の具体的な施策については、全 7 分野を通じて、概ね計画的に実施できてい 

るものの、アンケート調査や福祉団体等からのヒアリングを通して、強度行動障がい＊ 

者や医療的ケアの必要な方が生活できるグループホームが町内に少ないこと、障がい

のある人の生活を支援するヘルパーの不足、障がい者雇用に対する理解が進んでいな

いこと等の課題がみえてきています。 

また、相談においては、障がいのある人への対応にとどまらず家族への支援が必要

になるケースが増えております。さらに、障がいのある子ども（発達や発育の遅れに

心配のある子どもを含む）や精神障がい者の増加に伴う対応等、以前に比べて多岐に

わたる相談対応が必要であり、相談支援体制の見直しや相談支援体制全体の底上げは

喫緊に対応すべき課題となっています。 

これらの課題に対応し、地域の中で本人が望む暮らしを実現していくために、まず

は、相談支援機能の充実・強化が必須となります。しかしながら、相談件数の増加が

続いている現状においては、既存の相談支援事業所＊数では対応が難しくなってくる

ことが考えられます。そのため、国の指針においても、その役割と重要性が増してい

る相談支援体制のさらなる充実・強化をはかるべく、委託相談支援事業所の増設につ

いて検討し準備を進めていきます。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 基本理念 
 

 

 



第３章 基本理念 

    

24 

 

 第第３３章章    基基本本理理念念  

１１．．  基基本本理理念念  

     障障ががいいののああるる人人ももなないい人人もも、、  

地地域域のの中中でで安安心心ししてて暮暮ららせせるる社社会会をを目目指指ししてて  

 

２２．．  基基本本方方針針・・目目標標  

 障がいの有無に関わらず、「ともに生きる」地域を目指して、障がいのある人が社

会の一員として人権を尊重され、自らの選択と決定のもとに、適切な支援を受けなが

ら社会活動に参加、参画し、誰もが住みやすい環境や地域社会を構築するため、行政

をはじめ企業、団体、地域住民等がその価値観を共有し、それぞれの役割と責任を自

覚して、主体的に取り組むことを基本方針として、次の５項目の施策を基本目標とし

ます。 

 

基本目標１  お互いを尊重し理解しあえるまちづくり 

   

 

障がいのある人が身近な地域で生活していくためには、どこで誰とどのように暮

らすかなど自ら選ぶための意思決定支援＊や、誰もがともに生活できる地域づくり

が必要です。そのためには、広報・啓発をはじめ、障がいに対する正しい理解や認

識が深まるよう、交流やふれあいの機会などを活用することにより、心のバリアフ

リー＊を推進します。 

 

 

基本目標２  地域におけるサービスの充実 

   

 

障がいのある人が、ライフステージ＊に応じた必要なサービスを利用できるよう、

また、入所等から地域生活への移行や、在宅からグループホームへの移行等、地域

での生活を継続できるよう、一人ひとりのニーズや障がいの状態に応じた福祉サー

ビスの提供や質の向上、相談支援体制の充実を図ります。 
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基本目標３  安心して暮らせるまちづくり 

   

 

障がいのある人の自立と社会参加を促進するために、安心・安全な生活が送れる

よう、ユニバーサルデザイン＊に配慮した生活環境の整備と防災・防犯体制の充実

に努めます。 

 

 

基本目標４  助け合い・支えあいのあるまちづくり 

   

 

障がいのある人もない人も地域で生活を送るために、相談支援機関を活用して町

民・団体・関係機関等との連携や協働してさまざまな支援や、子どもから大人まで

の一貫した支援として、その家庭への支援や障がいのある子どもの健やかな育成の

ための発達支援を一体化にして行うことで、障がいのある人が地域生活で孤立する

ことなく自立した生活を送ることができるような支援体制の整備を目指します。 

 

 

基本目標５ 障がいのある人の自立支援の促進 

   

 

障がいのある人が地域で主体的に自立した生活を営むことができるよう、障がい

の関係機関と連携して雇用や就労の促進を図るとともに、それぞれの障がいの特性

に応じた適切な情報発信（提供）や、コミュニケーションにおける合理的配慮を進

めるなど、障がいのある人の自立支援を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 第６次障がい者計画 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

※○新の印は、制度改正や国の指針により新しく創設したものです。 

※○変の印は、制度改正や国の指針により大きく変更したものです。 
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 第４章  第６次障がい者計画 

 

１．施策の体系 

 

【基本理念】 【基本目標】   【施策分野】     【具体的な施策】 

 

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

+ 

 

+  

 

 

 

 

 

 

1.お互いを尊重

し理解しあえる

まちづくり 

(１) 

啓発・ 

相互理解の 

促進 

（P3０～） 

 

①広報・啓発活動の推進 

②  

③  

④権利擁護体制の推進 

①身近な相談窓口の充実 

③専門的な相談体制の充実 

④地域自立支援協議会の強化 

⑤障がい福祉サービスの充実 

⑥地域生活支援事業の充実 

①多様な住まいの確保 

②  

③災害時の障がい者支援体制の整備 

④災害への備えの強化 

⑤緊急時・災害時の情報提供の充実 

 

(３) 

 

生 活 環 境 

（P3９～） 

 

2.地域における

サービスの充実 

 

 

(２) 

 

生 活 支 援 

（P3３～） 

 

3.安心して暮ら

せるまちづくり 

障
が
い
の
あ
る
人
も
な
い
人
も
、
地
域
の
中
で
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
社
会
を
目
指
し
て 

⑦  

 

 

②地域生活支援拠点等の機能の充実 

 

 

 

⑥見守り体制の充実 

○新  

○変  

○変  
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【基本理念】 【基本目標】  【施策分野】     【具体的な施策】 

  

 

 

                      

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障
が
い
の
あ
る
人
も
な
い
人
も
、
地
域
の
中
で
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
社
会
を
目
指
し
て 

4.助け合い・支え

あいのあるまち

づくり 

①  

②  

④交流教育の推進 

①母子保健の充実 

②健康づくりの充実 

③医療費の給付・助成 

④精神保健福祉施策の推進 

①就労相談窓口の充実 

②雇用啓発事業の充実 

③官公需における受注機会の拡大 

④  

⑤障がいのある人への情報提供の推進 

①情報提供システムの推進 

②コミュニケーション手段の確保 

③福祉マップの配布・活用 

(７) 

情報・コミュ

ニケーション 

（P４９～） 

 

⑥  

5.障がいのある

人の自立支援の

促進 

 

 

(６) 

 

雇 用・就 労 

（P４７～） 

 

(５) 

 

保 健・医 療 

（P4５～） 

 

(４) 

 

教 育・育 成 

（P4２～） 

 

⑦町職員の障がいのある人の雇用推進 

③  

 

○新  

○新  
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２．施策の展開 

 

 

基本目標１ お互いを尊重し理解しあえるまちづくり 

施策分野（１）啓発・相互理解の促進                      

 

◆現状と課題◆ 

 町では、広報誌やホームページ等を活用し、情報を発信することで、より多くの

町民に対し、障がいに関する理解の促進と障がいのある人への虐待防止など権利擁

護＊の意識向上を図ってきました。さらに、町地域自立支援協議会や障がい福祉関係

団体と連携し啓発活動を推進してきました。 

しかし、障がい者福祉計画見直しのためのアンケート調査では、「この１年間で障

がいが理由で差別を感じたことがあったか」について、「あった」と答えた人の割合

が17.6％で前回より微増していました。また、福祉関係団体等からのヒアリングで

も同様の意見が聞かれました。このことから、今後も、障がいのある人に対する理

解の促進を図り、差別や偏見を解消するために、継続した啓発活動を進めていく必

要があります。 

 

 

◆施策の方向◆ 

 広報誌やホームページ、情報メディア等多様な手段を活用し、情報を発信する

ことで、より多くの町民に対し、障がいに関する理解の促進と障がいのある人へ

の虐待防止など権利擁護の意識向上を図ります。 

 障がいのある人の高齢化・重度化や親亡きあとも見据え、地域における相談支

援の中核的な役割を担う基幹相談支援センター＊を中心に、引き続き障がいのある

人の生活を地域全体で支える支援体制の構築を図ります。 

障がいのある人が自ら意思決定を行い、その意思を表明することができるよ

う、相談支援の充実等による意思決定の支援や意思疎通を図る体制づくり、ま

た、障がいのある人一人ひとりの権利が尊重される社会の醸成に向け、障がい者

の虐待防止や成年後見制度＊の推進に努めます。 

さらに、町地域自立支援協議会や障がい福祉関係団体などと互いの強みを生かし

て連携し、障がいのある人が様々な事業等を通じて障がいのない人との交流を促進

することができる体制づくり及び啓発活動を推進します。 
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◆具体的な施策◆ 

  ①広報・啓発活動の推進 

・広報誌やホームページ、ポスター等を通じて情報提供を行うことで、障が

いのある人や障がい福祉に対する町民の理解を深める啓発活動を引き続き

実施します。 

 

 

  ②障がい特性及び障がいのある人に対する理解の促進 

・障がい者団体と協力し、障がいのある人が作った手作り品等を庁舎内等で展

示することにより、町民とのふれあいの場を提供し、障がい者理解の促進を

図ります。また、「障害者週間＊」を中心に障がい者団体等と連携し、作品展

示会や販売会を定期的に実施します。 

 

・障がいのある人の生活のしづらさや障がい特性についての理解を深めるた

め、広報誌の活用やリーフレットの配布等を継続するとともに、町地域自

立支援協議会と連携し、より効果的な周知を実施します。 

 

 

  ③地域共生社会の実現に向けた取り組み 

・地域で暮らす障がいのある人が、その人らしく豊かに生活できるよう、地

域団体や町内事業所などに理解を求めます。 

 

・地域から寄せられる様々な相談を、基幹相談支援センター、相談支援事業

所、社会福祉協議会＊や地域包括支援センター＊等と連携し、継続的につな

がり続ける伴走型支援を目指します。 

 

   ・広報誌や障がい福祉ガイドブック、ホームページを通じて、町社会福祉協      

    議会が行っているボランティア活動の紹介、募集、講座の案内等をし、障

がいのある人をはじめ、広く町民に対してボランティア活動の内容や実態

に関する情報提供を実施します。 

   

 

④権利擁護体制の推進 

   ・障がいのある人が、どこで誰とどのように生活するかを選択できるよう、

それぞれの障がい特性や環境等に配慮した多様な意思決定支援を継続的に

行うことにより、障がいのある人の日常生活並びに社会活動の質の向上を

図ります。 
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・各種契約行為等をすることが困難な施設入所者や入院している人に対し、成

年後見制度を利用できるよう関係機関と連携するとともに、後見人等の報 

酬や申し立て費用を助成する成年後見制度利用支援事業＊を推進します。 

    

・成年後見制度については、制度や手続きが煩雑でわかりにくいとの意見が

多いことから、身近な場所での相談として、引き続き、社会福祉協議会で

成年後見相談を実施していきます。 

 

・障害者虐待防止法＊では、障がいのある人への虐待を発見した場合には、通

報・届出をすることが義務付けられていることから、福祉課に虐待防止セ

ンターを設置しています。同センターが通報届出窓口となって、適切な対

応を図ります。また、障がいのある人に限らず、すべての町民に対して、

虐待とは何かなど、周知を図るとともに、緊急時に一時保護が必要な場合

に備えて、居室の確保を継続して努めていきます。 

 

・令和３年（2021年）５月改正の「障害を理由とする差別の解消の推進に

関する法律（障害者差別解消法）＊」で規定されている基本方針に基づき、

法の趣旨・目的等に関する広報啓発活動等に取り組みます。 

 

・平成29年（2017 年）4月に施行した「寒川町障害を理由とする差別の

解消の推進に関する職員対応要領」についても必要に応じ見直しを行い、適

切な運用及び障がいを理由とする差別の解消の推進に取り組みます。 

 

・障害者差別解消支援地域協議会＊として位置付けている町地域自立支援協議

会において、障がいを理由とする差別に関する相談及び当該相談に係る事例

を踏まえた障がいを理由とする差別を解消するための取り組みを推進しま

す。 
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基本目標２ 地域におけるサービスの充実 

施策分野（２）生活支援                            

 

◆現状と課題◆ 

  障がい者福祉計画見直しのためのアンケート調査では、将来の暮らしについて

「自宅で家族と暮らしたい」、または、「一人で自立して暮らしたい」という人が 

71.9％と大きく占めています。また、福祉団体等からのアンケート調査では「親

亡きあと」を心配する声が多く寄せられています。障がいのある人が地域で生活

していくためには、個々の障がい状況に応じた支援体制を始め、家族の高齢化に

よる介助力、支援力の低下へのフォローなど、生活や家族の状況まで考慮した支

援体制が求められています。しかし、町内にある委託相談支援事業所では、対応

件数の増加により、支援の充実を図っていくことが難しい状況にあります。同時

に、安定的に障がい福祉サービス等を提供するため、障がい福祉サービス等の提

供を担う人材の育成等も重要となります。 

また、障がいのある人が安心して生活するには、身近な地域との日常的な交流

を深めることが重要です。地域での文化・スポーツ・レクリエーションなどの活

動への積極的な参加を促進していくために、障がいのある人が参加しやすいよう

な配慮や体制を整えることが求められています。 

 

 

◆施策の方向◆ 

個人のニーズに合わせて福祉サービスなど必要なサービスを選択・利用できる

よう、適切なサービス量の確保に努めるとともに、複数のサービスを組み合わせ

て利用するプランニングや事業所間の調整、介護保険制度への円滑な移行、サー

ビス導入後のフォローアップなど、各種支援体制の充実を図ります。 

また、身体、知的、精神障がい者並びに発達障がい者、難病患者等の障がいの

種別によらない一元的な障がい福祉サービスの実現とともに、障がい者の自立支

援の観点から地域生活への移行などの課題に対応し、障がい者の生活を地域全体

で支える体制づくりに努めます。 

さらに、障がいのある人が文化・芸術活動や健康づくり、スポーツ等の分野を

含め、地域でいきいきと安心して健康的に暮らすことができる社会を目指すた

め、スポーツ・レクリエーション・文化活動等を楽しみ、その活動を通じた社会

参加や様々な交流の機会をもてるよう、一層の拡充に取り組むとともに各種行事

に参加できるよう、基盤整備に努めます。 
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◆具体的な施策◆ 

  ①身近な相談窓口の充実 

 ・相談支援に関する周知を図ることで相談支援事業を充実させ、障がいのある   

人のニーズに応じたサービスが提供できるよう努めます。 

 

・民生委員＊や委託相談支援事業者等の活動内容を周知することで、障がいの 

ある人やその家族が相談しやすい環境づくりに努めます。 

 

     ・町では、障がいのある人が気軽に立ち寄れる場所として、町内の福祉事業 

所に対して、「ほっとすぺーす＊」の登録を推進しています。地域生活を送る

上での不安の軽減を図るとともに、本人の実情に即したネットワークの確保

に努めます。 

 

・専門性が求められる多様な相談内容に応じるため、福祉課窓口に福祉職＊を

配置するよう努めます。 

 

   ・介護保険制度と障がい福祉サービス等をはじめとする障がい者施策との調整 

やケース会議等を通じて関係機関との連携強化を図り、的確な相談と援助、

サービスへのつなぎ機能の充実を図ります。 

 

 

②地域生活支援拠点等の機能の充実 

 ・障がいのある人が住み慣れた地域で安心して暮らしていけるよう、障がいの  

ある人の重度化・高齢化や「親亡きあと」に備え、基幹相談支援センター及

び地域生活支援拠点＊の連携を図ります。また、介護者の急病など緊急時の

受入体制の確保に努めます。 

 

・基幹相談支援センターは、地域における相談支援の中核的な役割を担う機関  

として、地域の相談支援事業者等に対する訪問等による指導及び助言を行う

とともに、地域生活を支えるための体制整備にかかるコーディネートを行い

ます。 

 

・将来にわたって安定的に障がい福祉サービス等を提供するため、また、障が

い福祉サービスの質を向上させるため、基幹相談支援センターを中心に、障

がい福祉サービス等の提供を担う人材の育成と研修の実施に努めます。 
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③専門的な相談体制の充実 

   ・特別な配慮や支援を要するケース、また、障がいの種別により異なるニー

ズに対応できる総合的・専門的な相談支援を基幹相談支援センターにて実

施します。 

 

・専門性が求められる多様な相談内容に応じられるよう、児童相談所＊、茅ヶ

崎市保健所、総合療育相談センター、神奈川県総合リハビリテーションセン

ター、発達障害者地域支援マネージャー＊、神奈川県発達障害支援センター

「かながわA」＊等の各機関と連携を図り、相談体制を充実します。 

 

  ・専門性が求められる多様な相談内容に応じるため、福祉課窓口に福祉職を配

置するよう努めます。（再掲） 

 

 

    ④地域自立支援協議会の強化 

・町地域自立支援協議会の機能を強化し、個別事例等から地域の課題を把握

するとともに、社会資源＊の開発・改善等、障がいのある人のニーズの実現

に必要なことについて協議・検討していきます。 

 

○変  ・町地域自立支援協議会に属するワーキンググループ等において、個別事例

等から見える課題について議論を行い、地域における課題の抽出、課題整

理等を行い、地域における必要な資源、体制づくりの議論が行えるように

地域自立支援協議会に報告を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エース 
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提案・助言 

提案・助言 報告 

 

◆寒川町地域自立支援協議会◆  

地域自立支援協議会では、町の障がい福祉施策への意見・提案・協力をするととも

に関係機関と地域の課題を情報共有し、地域の実態に合ったニーズの実現に向け協

議・検討をしていきます。 

 

【組 織 図】 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自立支援協議会

町の障がい福祉政策への提言をする他に、障がい者計画、障がい福
祉計画、障がい児福祉計画の進行管理の一端を担います。
また、地域の課題等の情報を共有し、社会資源の開発・改善を検討
していきます。ワーキンググループの検討事項については、助言・
提案を行います。

運営会議
「さむかわ基幹相談支援センター」と福祉課で、協議会の運営・調
整を行います。

ワーキンググループ

協議会の中で抽出された各課題の解決に向けて取り組むとともに、
個別事例等検討しながら地域の課題を整理していきます。
メンバーは、各テーマに沿って協議会により選任されたメンバーで
構成します。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

寒川町地域自立支援協議会 

 

町 

☆計画 

☆施策 

 

 

  

運営会議 
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  ⑤障がい福祉サービスの充実 

・障がいのある人が住み慣れた地域社会で安心した暮らしが送れるよう、障

がい種別によらない一元的な障がい福祉サービスの充実を図ります。 

1. 訪問系サービスの充実 

〇居宅介護 〇重度訪問介護 〇同行援護 〇行動援護 

〇重度障がい者等包括支援 

 

2. 日中活動系サービスの充実 

〇生活介護 〇自立訓練（機能訓練） 〇自立訓練（生活訓練） 

○宿泊型自立訓練 ○就労選択支援 〇就労移行支援   

〇就労継続支援A 型 〇就労継続支援B型 〇就労定着支援  

〇療養介護 〇短期入所（福祉型、医療型） 

 

3. 居住系サービスの充実 

〇共同生活援助（グループホーム・日中サービス支援型） 

〇自立生活援助 〇施設入所支援 

 

4. 相談支援の充実 

○計画相談支援 〇地域移行支援 〇地域定着支援 

 

5. 障がい児への支援の充実 

○児童発達支援 〇放課後等デイサービス ○保育所等訪問支援 

〇居宅訪問型児童発達支援 ○障がい児相談支援 

 

・医療的ケアなど特別な配慮が必要で、サービスを利用することが難しい場

合や緊急にサービスを利用することが必要になった場合に地域の中で対応

できる体制づくりをめざし、短期入所を提供できる障がい福祉サービス拠

点事業所を、引き続き湘南東部拠点事業所配置圏域＊に配置します。 

 

・難病患者について、障がい福祉サ―ビス等の対象となっているところです

が、一層の制度の周知とともに、必要に応じて茅ヶ崎市保健所と連携を図り

ながら、病状の変化や進行等に配慮した適切なサービス量が確保できるよう

努めます。 

 

・相談支援専門員が、一人ひとりの心身の状況やサービス利用の意向、家族

の状況等を踏まえ、適切に利用できるよう利用サービスの種類、内容等を

定めたサービス等利用計画を適切に作成できる体制に努めます。 

強度行動障がいや高次脳機能障がいを有する障がい者等に対して、ニーズ

の把握に努めると共に適切な支援ができるよう、神奈川県が実施する研修
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について、各事業所に情報提供するなどの働きかけを行います。 

 

・アルコール、薬物及びギャンブル等をはじめとする依存症対策については、

当事者団体を活用した回復支援や普及啓発が重要であることから、当事者団

体の情報について提供するとともに、茅ヶ崎市保健所で実施している専門職

等による相談事業を紹介するなど、地域における様々な関係機関と連携し、

依存症である人及びその家族を支援します。 

 

 

  ⑥地域生活支援事業の充実 

   １）相談支援事業所の充実 

    ○変・相談支援事業所については、相談件数の増加に加え、精神障がい者、強度

行動障がい者、医療的ケア児＊等、専門的な支援が必要となっており、適切

な相談支援体制が継続できるように、委託相談支援事業所の増設について

検討し準備を進めていきます。 

 

   ２）その他地域生活支援事業の充実 

    ・その他の地域生活支援事業（相談支援事業以外）については、利用者のニ 

ーズを踏まえながら、各事業におけるサービス量の確保に努めます。 

 

 

  ⑦スポーツ・レクリエーション・文化活動等の充実 

   ・スポーツ・レクリエーション・文化活動へ障がいのある人の参加を促進しま 

す。また、障がいのある人が参加しやすい環境を整備する観点から、手話通 

訳者＊・要約筆記者＊の派遣の充実を図ります。 

 

・町が行う各種行事やイベントにおいて、障がい者が参加できるよう、環境整

備に努めます。また、障がいのある人が、スポーツ教室や地域交流行事等に

参加できるよう、町社会福祉協議会等と連携し支援します。 

 

  ・寒川総合図書館と連携し、視覚障がい者＊等の読書環境の整備の推進に努め

ます。 
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基本目標３ 安心して暮らせるまちづくり 

施策分野（３）生活環境                           

 

◆現状と課題◆ 

障がいのある人が地域で生活することに対し、国の基本指針において、施設入

所者や入院中の精神障がいのある人の地域生活への移行の更なる推進を図るため

数値目標を設けるなど、多様なニーズと関心が高まっています。障がいのある人

が地域生活に移行するにあたっては、居住の場となるグループホームの整備促進

が課題となっています。 

すでに地域で生活を送っている障がいのある人も家族の高齢化とともに独居に

なるケースが増えており、地域で安心して生活を送るためには、住宅の階段や段

差など設備面の改修によるバリアフリー化や障がい特性に合った環境整備が必要

です。 

また、障がい者福祉計画の見直しのためのアンケート調査では、水害や地震等

の災害時に一人で避難できないと回答された方が41.4％と前回調査時よりは減少

したものの、福祉団体等からのヒアリングでも、災害時の避難に関する不安の声

が寄せられるなど、防災体制の整備とともに地域住民と連携した災害・緊急時の

支援体制づくりを確立していく必要があります。 

 

 

◆施策の方向◆ 

地域における生活の場となるグループホームの整備、充実を図っていきます。 

あらゆる人が利用しやすいよう配慮するユニバーサルデザインを基本に、障が

いのある人が安心して生活し、社会参加できるよう公共機関等のバリアフリー化

を推進します。また、住宅環境については、生活を送るために必要なバリアフリ

ー等の住宅改修費の助成を継続して行います。 

  さらに、障がいのある人が安心して生活していくために、平常時に、障がい特

性に応じた災害時の情報取得についての周知を行うとともに、日頃から要支援者＊

の把握と名簿の作成に努め、地域との連携により防災対策の推進を図り見守り体

制の充実に努めます。 

 

 

◆具体的な施策◆ 

①多様な住まいの確保 

・障がいのある人が安心して地域生活を送れるよう、町内にグループホーム  

 を新規設置する事業者に対し、備品購入費の一部助成及び設置にあたって 

の相談、調整等の支援を行います。 

・障がいのある人が安心して住み続けることができるよう、住宅設備改修費
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助成事業の継続、あんしん賃貸支援事業＊や住宅に関する各種制度の周

知、入居手続き支援等を行う住宅入居等支援＊事業を実施し、障がいのあ

る人が住みやすい環境づくりを推進します。 

 

 

  ②移動・公共機関等のバリアフリー化の推進 

・公共施設において、今後新たに設置する施設に対しては、車いす使用者等が 

利用しやすいバリアフリートイレ＊、ユニバーサルシート＊の整備を推進する

など、バリアフリー化に努めます。 

 

・音響信号機＊の設置については、茅ケ崎警察署等関係機関と連携し、視覚障が 

いのある人の地域生活の安全を図るよう努めていきます。また、障がいのあ 

る人の地域生活の安全を図るため、町内の危険箇所の点検を継続的に実施し 

ていきます。 

 

 

  ③災害時の障がい者支援体制の整備 

   ・災害時の障がいのある人の安全を確保するため、「寒川町地域防災計画＊」に

基づき、防災対策を推進します。 

 

・災害時には、各避難所に福祉スペースを設けるほか、障がい者施設等（４施 

設）と締結している避難施設としての使用に関する協定について、更なる締

結に向けて関係機関との協議に努めていきます。また、災害時の受け入れ施

設となっている避難所とは、定期的に災害時に使用する無線を用い、災害に

備えた無線訓練を実施していきます。 

 

・「寒川町避難行動要支援者きずなプラン（避難支援全体計画＊）」に基づき作

成した災害時に支援が必要な要支援者の名簿について、定期的な更新を行

い、支援関係者との情報共有を図るとともに、災害発生時には「避難行動要

支援者支援マニュアル」等を活用し、障がいのある人等に対して、地域住民

が迅速に情報提供や適切な避難・救助を含めた支援を行うことができる体制

の確立を目指します。 

 

 

④災害への備えの強化 

   ・災害時に迅速に避難できるよう、広域避難所を掲載した福祉マップの内容の 

充実に努めます。 
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   ・防災訓練等に障がいのある人も積極的に参加できるよう支援します。 

 

   ・いざというときにあわてることがないよう、避難に備えた行動をあらかじめ

決めてマイ・タイムライン＊の作成について啓発を進めます。 

 

 ○新・在宅で生活する医療的ケア児等に対し、災害による停電等に備え、非常用電

源装置＊等の購入費を補助できるよう検討を進めます。 

 

 

  ⑤緊急時・災害時の情報提供の充実 

・聴覚障がいのある人を対象に、スマートフォン等を利用して素早く 119番通

報ができる NET119＊や警察官と文字による対話で 110 番通報ができるフ

ァックス110番・メール110番の周知を図ります。 

 

・防災情報や防災無線情報をはじめ、町からのお知らせ全般をメールで配信し 

ます。 

 

・障がいのある人が安心して暮らすため、緊急時に救急隊員が迅速に救命活動 

を行えるよう救急医療情報キットの配布を行います。 

 

 

  ⑥見守り体制の充実 

・障がいのある人が地域で孤立することを防ぐため、民生委員・児童委員＊、

自治会＊、県をはじめとする関係機関等の協力を得ながら、地域の見守り体

制の充実を図ります。 

 

・一人暮らしで自力移動が困難な重度障がいのある人に対し、緊急通報システ 

ム＊を貸与することで急病や災害時の緊急連絡体制の整備を引き続き、推進    

します。 

 

 ・障がいのある人やその家族が地域で安心して暮らせるよう、SOSネットワ 

ーク事業＊をホームページや広報誌、障がい福祉ガイドブックへの掲載を行 

い、事業の周知を図ります。 
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基本目標４ 助け合い・支えあいのあるまちづくり 

施策分野（４）教育・育成                          

 

◆現状と課題◆ 

共働き家庭の増加などの社会様式の変化により、保育園や放課後児童クラブ等

を利用する子どもが増加している中で、障がいのある子ども（発達や発育の遅れ

に心配のある子どもを含む。以下、「障がいのある子ども」という。）の利用も増

えています。 

障がいのある子どもが、発達や障がいの状況に応じた保育・療育・教育を受け

るためには、就学前から卒業後の進路など成長段階にあわせて、見通しを持った

切れ目のない相談体制が必要です。 

また、障がいのある子どもへの支援については、日常生活における家族の支援

と障がいへの理解が重要ですが、家族が子どもへの適切な関わり方を学ぶ機会が

少ないという課題もあります。 

さらに、障がいのある子どもが成長するにつれ、介助者の負担が大きくなるこ

ともあるため、放課後等デイサービスや短期入所といったレスパイトケア＊の充実

も欠かせない支援の一つです。 

学校教育の場においては、幼少期から障がいへの理解促進を図るための福祉教

育として、多種多様な障がいについて理解が深まるよう啓発していくことが必要

です。 

 

 

◆施策の方向◆ 

障がいの早期発見・早期支援は、障がいのある人が地域で自立した生活を送る

基盤を作るきわめて重要なものとなります。特に乳幼児期からの療育指導はその

後に続く保育・学校教育などの各段階における支援の基盤を作るうえで重要であ

り、家族向けの支援を実施するなど引き続き推進します。 

障がいのある子どもの専門的支援の確保及び共生社会の形成促進の観点から教

育、保育等の関連機関とも連携を図ったうえで、障がいのある子ども及びその家

族に対して、乳幼児期から学校卒業まで一貫した効果的な支援を身近な場所で提

供する体制の構築を図ります。 

適切な療育と環境を整備するため、保育所等訪問支援及び保育士支援事業を活

用し、各関係機関との連携による相談・支援体制の充実を引き続き図ります。 
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◆具体的な施策◆ 

  ①障がいのある子どもの保育・療育・教育体制の充実 

・一人ひとりの障がいの特性等に応じた最適な療育・保育・教育の場の確保に

向け、障がいのある子どもの成長の各段階で適切な指導・相談や情報提供、

保育園や幼稚園、特別支援学校等との連携を図るとともに、障がいのある子

どもやその家族を具体的な支援につなげるため、保育、母子保健、療育機関

等と連携した相談支援の体制づくりにより、一貫した支援等が受けられるよ

う努めていきます。 

 

   ・発達障がいに対しては、専門的な機関と連携を図りながら、自閉スペクトラ

ム症、注意欠陥・多動性障害(ADHD)＊、学習障害（LD）＊、チック障害＊等、

障がいの早期発見に努めるとともに、発達障害者地域支援マネージャーの活

用や神奈川県発達障害支援センター「かながわA」と連携することで、適切

な助言や指導が行えるよう努めていきます。 

 

 ・一人ひとりの障がいの状況に応じた指導方法や学習形態の工夫改善に努める 

    とともに、特別支援学校と連携し、卒業予定者に対し各種制度の情報提供を 

行う等進路指導の充実を図ります。 

 

 

  ②障がい児等及び家族等への支援の充実 

・保育園等の一般的な子育て支援施設において障がい児の受け入れを進める

ために、障がい児支援施設や事業所等が持っている専門的な知識・経験を

提供できる体制づくりとして、保育所等訪問支援及び保育士支援事業を実

施します。 

 

・障がいのある子どもの「育ち」や「暮らし」を安定させるための家族支援と

して、ペアレントトレーニング＊ を実施し、あわせてフォローアップ等も行

えるよう努めていきます。 

 

 

  ③障がい児通所支援等福祉サービスの充実  

・就学前の障がいのある子どもには、基本的生活習慣の習得や環境への適応性

を養う等、必要な訓練や支援を行う児童発達支援について、適切なサービス

量が確保できるように努めると共に、児童発達支援センター機能について、

広域的な設置も含め検討していきます。 

 

 

エース 
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・就学後の障がいのある子どもにコミュニケーションの方法や生活能力向上の

ための訓練を提供する放課後等デイサービスの利用促進に努めます。また、

支援が途切れないよう夏休みをはじめとした長期休暇時もサービスを実施 

します。 

 

・相談支援専門員が、一人ひとりの心身の状況やサービス利用の意向、家族の

状況等を踏まえ、利用サービスの種類、内容等を定めた障がい児支援利用計

画を適切に作成できるように支援します。 

 

 

  ④交流教育の推進 

・町内の小中学校において、障がいのある児童・生徒の社会性を養うととも障 

がいのない児童・生徒に、障がいへの理解を深める交流教育を推進します。 
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施策分野（５）保健・医療                         

 

◆現状と課題◆ 

  障がいの早期発見と早期対応、日常の健康管理、また精神障がい等や家族への

支援なども含め、障がいのある人に関わる健康管理を推進していくために、医療

分野と保健分野の両面からのきめ細やかな対応が重要です。 

  障がいの原因のひとつである生活習慣病を中心とした疾病予防の観点から、健

康診査や保健指導、健康相談を有効活用するとともに、生活習慣病の予防に関す

る情報提供を行っていく必要があります。 

  また、医療的ケアが必要な障がいのある人への支援体制の充実を図っていく必

要があります。 

 

 

◆施策の方向◆ 

  障がいの予防と早期発見のため、各種健診事業の実施に加え、関係機関と連携

を図り、適切な医療的ケア及び相談が受けられるよう、支援体制の整備に努めま

す。 

  障がいのある人が地域で良好な生活を送るために、精神疾患の通院治療や重度

身体障がい者や重度知的障がい者に対し、健康保険の一部負担金についても引き

続き助成を行います。   

  精神障がいのある人の長期入院や地域生活における課題等については、「精神障

がいにも対応した地域包括ケアシステム＊（障がい分野）」において検討を行い、

茅ヶ崎市保健所にて実施している「茅ヶ崎市保健所地域精神保健福祉連絡協議

会」と連携を図り、保健・医療と分断されない体制づくりを推進していきます。 

 

 

◆具体的な施策◆ 

  ①母子保健の充実 

   ・障がいの早期発見、早期療育を図るため、４か月児、お誕生前、１歳６か

月児、３歳６か月児健康診査を実施し、支援を必要とする親や児童に対し

ては、必要に応じて健康相談や訪問指導をする等、保護者の育児不安の解

消を図ります。 

 

   ・保健師等による「育児相談」や公認心理師による「子どもの発達相談」を  

    実施し、特別な支援を必要とする幼児に対しては、適切な医療や療育、福   

    祉サービス等につなげられるよう関係機関との連携を強化します。 

 

・障がいのある子どもに対し、適切な療育相談を行うことができるよう、医

療やその他の関係機関との連携を強化し、相談・指導の充実に努めます。 
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  ②健康づくりの充実 

・健康診査及びがん検診を実施し、障がいの原因となりうる生活習慣病の予 

 防・早期発見・早期治療に努めるとともに、疾病を予防するための知識や 

 健康管理に関する情報の普及を促進するため、広報等による継続的な情報 

提供や予防に向けた普及啓発に努めます。 

 

   ・在宅重度障がい者が家庭で安心して療養生活を送るようにするための支援

策として、茅ヶ崎市保健所や医療機関、県等の関係機関と連携を取りなが

ら相談支援体制の確立を図り、よりよい支援策のあり方について検討して

いきます。 

 

 

  ③医療費の給付・助成 

・自立支援医療（更生医療、育成医療、精神通院医療）制度や重度障害者等医

療費助成制度等の各種医療費助成制度の周知を徹底し、その利用の促進を図 

ります。 

 

 

  ④精神保健福祉施策の推進 

   ・精神障がいのある人の退院後の社会復帰や医療中断を防ぎ、地域で安定した 

暮らしができるように、茅ヶ崎市保健所や関係機関等と連携し、支援体制の

充実を図ります。 

 

○新・「精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム（障がい分野）」の協議の場

として「寒川町地域自立支援協議会」を活用し、地域における課題等につい

て協議をしていきます。また、議論した内容については、茅ヶ崎市保健所の

「茅ヶ崎市保健所地域精神保健福祉連絡協議会」や「湘南東部圏域自立支援

協議会」等に報告を行い、連携を図ります。 

 

・専門性が求められる多様な相談内容に応じるため、福祉課窓口に精神保健

福祉士＊等の配置を継続します。 

 

・精神障がいのある人が、退院後も必要な医療を中断することなく、地域で安

全安心な暮らしができるようにするための支援体制の充実に努めます。 

 

 

 

 



第４章 第 6次障がい者計画 

 

47 

 

 

基本目標５ 障がいのある人の自立支援の促進 

施策分野（６）雇用・就労                          

 

◆現状と課題◆ 

障がいのある人にとって自立のための経済的基盤となる就労の場の確保は、社

会参加の促進を図る上で極めて重要な課題です。障がいのある人の雇用環境につ

いては、「障害者雇用促進法＊」で官民に対し、法定雇用率の遵守が義務付けられ

ており、段階的に法定雇用率の引き上げが行われていきます。また、「障害者優先

調達推進法＊」に基づき、町は、福祉就労施設等からの受注拡大を図る必要があり

ます。 

働きたいという意欲がある障がいのある人に対し、その適性に応じた職場が確

保できるよう支援していくためには、福祉部局と労政部局が連携し、企業の理解

促進を図るとともに、障がいの程度や種類によって多様な就労の場を確保し、障

がいのある人の雇用が促進されるよう、広報啓発や関係するすべての機関との一

層の連携を図り、個々のニーズに応じた就労支援体制づくりに努める必要があり

ます。 

また、職場での障がいについての配慮や理解の不足により、就労の継続ができ

ないケースも生じており、雇用する側への支援体制が必要となっています。 

 

 

◆施策の方向◆ 

  就労と生活上の支援を必要とする障がいのある人に、相談や援助を行うととも

に、関係機関とのネットワーク化を図り、継続的かつ包括的な支援体制づくりに

努めます。 

  また、事業主や民間企業に対する障がい者雇用の理解の促進を図り、障がいの  

 ある人の就労環境の改善と就労の場の拡大に努めます。 

 さらに、福祉就労施設へ発注可能な業務の掘り起こし等を行うなど、官公需に

おける受注拡大にも取り組みます。 

 

 

◆具体的な施策◆ 

  ①就労相談窓口の充実 

   ・就労意欲をもつ障がいのある人が、その能力に応じた職場に就労できるよう、 

公共職業安定所や湘南障害者就業・生活支援センター＊等と連携しながら、就 

労に関する相談体制の充実を図ります。 

 

・就労後の定着支援についても、湘南障害者就業・生活支援センター等と連携

しながら、就労に関する相談体制の充実を図ります。また、身近なところで

就労に関する相談ができるような体制の確保に努めます。 
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  ②雇用啓発事業の充実 

   ・障がいのある人の雇用を促進するため、障がい施策担当課と労政担当課が連

携し、町内の民間企業や事業主への訪問活動等を通じ、障がい者雇用に関す

る啓発活動を推進します。 
 

     ○新・藤沢公共職業安定所（ハローワーク＊藤沢）と連携した説明会や面接会など、

あらゆる機会を通じて就労の場の確保や拡大に努めます。 

 

 

  ③官公需における受注機会の拡大 

・障がい者就労施設等事業所連絡会に対して、物品等や役務の提供の受注機会

の拡大に努めます。 

 

 

  ④福祉的就労の充実と就労定着に向けた支援 

   ・一般就労が困難な障がいのある人に対し、就労移行支援や就労継続支援等 

福祉的就労＊の場の確保に努めます。 

 

・一般就労に移行した障がいのある人に対し、就労の定着に向けた支援を行い

ます。 

 

 

  ⑤障がいのある人への情報提供の推進 

   ・湘南障害者就業・生活支援センター及び公共職業安定所と連携しながら、障 

がいのある人に対し、福祉課窓口で求人情報を提供し、職域の開拓を行いま 

す。 

 

 

  ⑥職場体験事業の充実と町内企業の障がい者雇用の推進 

・障がい福祉就労系サービスの利用者やその他特別支援学校に通っている生徒

に就業実習の場を提供するため、寒川町役場や寒川総合図書館等公共施設で

の実習の実施に努めます。また、働きたいと希望する障がいのある人が、身

近な場所で就労ができるよう、町内企業に対する理解促進などの周知活動を

行い、就労の場の確保に努めます。 

 

 

  ⑦町職員の障がいのある人の雇用推進 

・町職員の雇用において、障がいのある人の法定雇用率の達成に努めます。 
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施策分野（７）情報・コミュニケーション                   

 

◆現状と課題◆ 

  令和４年（2022年）５月には、障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎

通に係る施策を総合的に推進することを目的として、「障害者による情報の取得及

び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する法律」が制定されました。 

  障がいのある人が自立した生活を送るためには、必要な情報を速やかにわかり

やすく提供することが必要です。しかし、様々な障がいの特性や状態に応じた情

報提供や意思疎通の支援方法が多様であることから、すでに発信している情報の

内容や提供方法を整理し、それぞれの障がいの特性や状態にあった情報提供の推

進が必要となっています。 

 
 

◆施策の方向◆ 

障がいのある人が地域で安心して生活を送ることができるよう、必要な情報を

提供し、誰もが入手しやすく、わかりやすい情報提供による情報のバリアフリー

化を推進するなど意思疎通に配慮し、地域で暮らす一人ひとりの障がいのある人

が、自分らしく生活ができる支援体制の構築を図ります。 

 聴覚障がいや視覚障がい、言語障がいのある人に対する情報通信装置等の日常

生活用具の利用の促進のほか、手話通訳者等の養成事業や、様々な障がいに対応

したコミュニケーション支援に努めます。 

  また、災害時にも障がい特性に応じたコミュニケーションが可能となるよう、

広域避難所へのコミュニケーションツールの設置を進めます。 

 
 

◆具体的な施策◆ 

  ①情報提供システムの推進 

・障がいのある人やその家族が、いつでも簡単に必要な情報を得ることができ

るよう、障がいの状況に配慮した多様な情報提供の方法について検討し推進

します。 

 
 

  ②コミュニケーション手段の確保 

   ・視覚障がいのある人の情報バリアフリー化に配慮し、ウェブアクセシビリテ 

ィに配慮したホームページの作成に努めていきます。また、広報誌について

も、視覚障がいのある人向けに点字版や音声版の作成及び拡大版の作成を引

き続き実施していきます。 

    

   ・町内選挙の選挙公報の音声版の作成を継続していきます。また、点字版や

拡大版については、今後の状況に応じて検討していきます。 
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・聴覚障がいのある人のコミュニケーションを確保するため、手話講習会事 

業や登録手話通訳者等との連絡会を開催し、人材の育成と資質向上を図り

ます。 

 

・障がいに応じたコミュニケーション機器の利用ができるよう、日常生活用 

具の給付を行います。 

 

・発達障がいや知的障がい、身体障がいにより言葉で伝えられない方などに 

対し、コミュニケーションボード＊などの視覚的支援の普及に努めます。 

 
 

  ③福祉マップの配布・活用 

   ・障がいのある人が地域で安心して外出し、施設を有効に利用でき、災害時に 

おいては、避難マップとしても利用できるよう、公共施設等のバリアフリー 

化や福祉事業所の情報を掲載した福祉マップを窓口等で配布します。 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 第６期障がい福祉計画 

（第２期障がい児福祉計画を含む） 
 

 

 

 

 

 

 

 

※○新の印は、制度改正や国の指針により新しく創設したものです。 

※○変の印は、制度改正や国の指針により大きく変更したものです。 
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 第５章 第 7 期障がい福祉計画（第 3 期障がい児福祉計画を含む） 

１. 令和 8 年度（2026 年度）の目標設定 

（1）施設入所者の地域生活移行に関する目標値 

【国の基本指針】  

「施設入所者の地域生活への移行」について、国は、「令和８年度（2026 年度）末の施設

入所者数を令和 4年度（2022 年度）末時点の施設入所者数から 5パーセント以上削減する

こと」と、「令和8 年度（2026 年度）末の施設入所者数を令和 4年度（2022 年度）末時

点の施設入所者数から6 パーセント以上が、地域生活へ移行すること」を目標に掲げていま

す。 

また、第 6 期で定めた数値目標が達成されないことが見込まれる場合には、その未達成と

見込まれる人数を加味して目標を設定することとされています。 

 

【町の現状と考え方】 

サービス名称 
令和２年度 

（2020 年度） 
令和 3 年度 
（ 2021 年度） 

令和４年度 
（ 2022 年度） 

令和５年度 
（ 2023 年度） 

施設入所支援 44 人 47 人 46 人 45 人 

※令和元年度（2019 年度）末の入所数が第 6 期計画での基準値となっています。   

※令和 2 年度（2020 年度）から令和 4 年度（2022 年度）までは３月末実績。令和 5 年度

（2023 年度）は９月末実績。 

 

第 6 期計画での削減目標は０人、入所から地域に移行する人数の目標を３人と設定しまし

た。令和 3 年度（2021 年度）から令和 5 年（2023 年）9 月末時点で、地域生活へ移行

した人数は 1 人、その他の理由で退所された人が 3 人、新たな施設入所者が 5 人でした。令

和 5 年（2023 年）9 月末時点の施設入所者数は 45 人、令和 2 年度（2020 年度）末時

点より１人増加となっています。 

第 7 期計画においては、国の基本指針、過去の実績、施設入所や地域生活に対するニーズ

等を踏まえて、成果目標を設定します。 

 

【数値目標】 

項 目 
第 7 期 
目標数値 

考え方 

【基準】施設入所者数（A） 46 人 令和 4 年度（2022 年度）末現在 

【成果目標】地域生活移行者数（B） ４人 
(A)のうち、令和 8 年度（2023 年度）末まで

に移行する人の目標数 

新たな施設入所支援の利用者数（C） ３人 
令和 8 年度（2026 年度）末までに、施設入所

が必要な人の見込み数 

計画終了年度末施設入所者数（D）

（D＝A-B＋C） 
４５人 

地域生活移行者数(B)及び新たな施設入所者数

(C)を勘案 

【成果目標】入所者の減少見込み

（A-D） 
１人 令和 8 年度（2026 年度）末目標数 
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（2）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

【国の基本的指針】 

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けて、保健・医療・福祉関係者

が連携して取り組むとともに、精神障がい者の地域移行や定着が可能となるよう、市町村が

精神保健医療福祉体制の基盤整備等を推進することが示されています。 

 

【町の現状と考え方】 

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムは、誰もが安心して自分らしく暮らすこと

ができるよう、医療、障がい福祉・介護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け合い、普及

啓発（教育）が包括的に確保されたシステムのことであり、地域共生社会の実現に向かって

いく上で欠かせないものであると考えます。 

まずは、町として様々な関係機関等と協議ができる場の設置を行い、地域課題を把握して

いくことを進めていきます。 

その協議の場として、茅ヶ崎市保健所管内の精神医療や福祉関係機関との連携を図ること

を目的とした茅ヶ崎市保健所地域精神保健福祉連絡協議会などを活用するとともに、令和 6

年度（2024 年度）からは、「寒川町地域自立支援協議会」も活用し、市町村において実施す

る「精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム（障がい分野）」について、協議を進めて

いきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

【数値目標】 

 

 

 

 
令和６年度 
（2024 年度） 

令和７年度 
（2025 年度） 

令和８年度 
（2026 年度） 

協議の場の開催回数 1 回 1 回 1 回 

ケース対応から見えてきた地域の課題等 

寒川町地域自立支援協議会 

湘南東部圏域自立支援協議会 
茅ヶ崎市保健所地域精神保健福祉 

連絡協議会 

障がい分野

の課題 

保健・医療 

分野の課題 

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム（障がい分野の協議のイメージ） 

○新  
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（3）地域生活支援の充実 

【国の基本的指針】 

地域生活支援拠点等については、令和 8年度（2026 年度）末までの間、各市町村におい

て地域生活支援拠点等を整備（複数市町村による共同整備を含む）するとともに、その機能

の充実のため、コーディネーターの配置、支援ネットワーク等による効果的な支援体制及び

緊急時の連絡体制の構築を進め、また、年１回以上、支援の実績等を踏まえ運用状況を検証

及び検討することを基本とするとされています。 

また、強度行動障がいを有する障がい者の支援体制の充実を図るため、支援ニーズの把握

を行い、ニーズに基づく支援体制の整備を図ることが必要であり、令和８年度（2026年度）

末までに、各市町村又は圏域において、強度行動障がいを有する障がい者に関して、その状

況や支援ニーズを把握し、地域の関係機関が連携した支援体制の構築を進めることを基本と

するとされています。 

 

【町の現状と考え方】 

当町が属している湘南東部障害保健福祉圏域においては、医療的ケアを必要とする重症心

身障がい児者＊を対象とした受け入れ可能な施設を有していないのが現状です。 

町としては、医療的ケアなど特別な配慮が必要でサービス利用することが困難な場合や緊

急にサービス利用することが必要となった場合の受け入れ機能として、短期入所サービスを

提供する事業所（障害福祉サービス等拠点事業所配置事業）を広域連携により、当該圏域内

に今後も継続して配置していきます。 

また、基幹相談支援センターを中心に、町の実情にあった障がい者の生活を地域で支える

サービス提供体制の強化・充実に努め、町地域自立支援協議会等を活用して機能の検証及び

検討を年 1回以上実施することを目標とします。 

なお、令和 2 年（2020 年）から開始した地域生活支援拠点等事業については、拠点コー

ディネーター業務を、基幹相談支援センターが担う形で、継続して取り組んでまいります。 

さらに、障がいのある人のライフステージに応じた多岐にわたる障がい福祉サービスの活

用をコーディネートする相談支援機能を強化するため、神奈川県の実施する「障害保健福祉

圏域地域生活ナビゲーションセンター」を活用し、障がいのある人が住み慣れた地域で、安

心して生活できるように取り組みます。 

強度行動障がいを有する障がい者の支援体制についても、基幹相談支援センターと共に状

況を把握し、町のニーズにあった支援体制の構築を検討していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○変  
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（4）福祉施設から一般就労への移行に関する目標設定 

【国の基本指針】 

国は、福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて、令和８年度中に一般就労

に移行する者の目標値を「令和 3年度（2021年度）中の一般就労への移行実績の 1.28 倍

以上を基本とする」と設定しています。 

また、「就労定着支援事業の利用者数については、令和 3 年度（2021 年度）の実績の 1.41

倍以上を基本とする」こととしています。 

さらに、「就労移行支援事業所のうち、就労移行支援事業利用者に占める一般就労へ移行し

た者の割合が 5 割以上の事業所を全体の５割以上とすることを基本とする。」、「就労定着支

援事業所のうち就労定着率が 7 割以上の事業所を全体の 2 割 5 分以上とすることを基本と

する。」なども目標として設定されています。 

なお、障がい者の希望や能力に沿った就労の実現を図るためには、「就労移行支援、就労継

続支援及び就労定着支援の提供体制の動向や障害者雇用に係る求人といった、地域における

障害者の就労支援に関する状況を把握し、関係機関等と共有した上で、連携した取組を推進

することが望ましい。」旨も示されています。 

    

【町の現状と考え方】 

町では、令和３年度（2021 年度）と令和４年度（2022 年度）の 2か年で 16 人が福祉

施設を退所し、一般就労へ移行しました。 

障がいのある人の就労意欲を実現するため、身近な場所で就労相談ができるよう、相談体

制の整備に努めます。 

また、障がい特性に応じた雇用の場の創出に向け、障がい施策担当課と労政担当課が連携

し、町内企業の訪問を実施するとともに、これまで以上にハローワークや湘南障害者就業・

生活支援センター等関係機関との連携強化や、障がい者雇用に対する理解の促進を図ってい

きます。 

さらに、一般就労に移行した障がいのある人に対し、就労の定着に向けた支援を行います。 

なお、これまでの実績と国の基本方針から、令和 8 年度（2026 年度）中に一般就労に移

行する人数を 12 人、令和３年度（2021 年度）実績の 1.28倍と設定します。 

併せて、就労移行支援事業、就労継続支援Ａ型事業及び就労継続支援Ｂ型事業のそれぞれ

に係る移行者数の目標値を定め ることとし、それぞれ令和３年度（2021年度）実績の

1.31倍以上、概ね1.29倍以上及び概ね1.28倍以上を目指します。 
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項 目   数値 備考 

年間一般就労者数（実績） 

令和元年度 

（2019 年度） 
 ６人 

1 年間に福祉施設から一般就労に移行した

人の実績 

（内訳） 

・就労移行支援事業からの移行   ５人 

・就労継続支援Ａ型事業からの移行 １人                          

・就労継続支援Ｂ型事業からの移行 ０人 

令和２年度 

（2020 年度） 
２人 

１年間に福祉施設から一般就労に移行した

人の実績 

（内訳） 

・就労移行支援事業からの移行   ２人 

・就労継続支援Ａ型事業からの移行 0 人                          

・就労継続支援Ｂ型事業からの移行 0 人 

令和３年度 

（2021 年度） 
10 人 

１年間に福祉施設から一般就労に移行した

人の実績 

（内訳） 

・就労移行支援事業からの移行   ８人 

・就労継続支援Ａ型事業からの移行 １人                          

・就労継続支援Ｂ型事業からの移行 １人 

令和８年度（2026 年度）の

目標値 

第５期計画 12 人 

第 5 期計画の目標値（平成 28 年度

（2016 年度）の一般就労への移行実績の

1.5 倍） 

第６期計画 ８人 

第６期計画の目標値（令和元年度（2019

年度）の一般就労への移行実績の 1.27

倍） 

（事業ごとの目標値） 

・就労移行支援事業からの移行（令和元年

度（2019 年度）度実績の 1.30 倍以上） 

7 人 

・就労継続支援Ａ型事業からの移行（令和

元年度（2019 年度）実績の1.26 倍以

上）              1 人  

・就労継続支援Ｂ型事業からの移行（令和

元年度（2019 年度）実績の1.23 倍以

上）              0 人 

第７期計画 12 人 

第７期計画の目標値（令和３年（2021 年

度）の一般就労への移行実績の 1.28 倍） 

（事業ごとの目標値） 

・就労移行支援事業からの移行（令和３年

度（2021 年度）実績の 1.31 倍以上）       

10 人 

・就労継続支援Ａ型事業からの移行（令和

３年度（2021 年度）実績の1.2９倍以

上）              １人  

・就労継続支援Ｂ型事業からの移行（令和

３年度（2021 年度）実績の1.2８倍以

上）              １人 
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また、令和 8年度（2026 年度）末で、就労定着支援事業の利用者数については、令

和 3 年度（2021 年度）の実績の 1.41倍となっていますが、令和３年度の利用実績が

ないため、計画上では０人と設定します。しかし、一般就労への定着は重要であるため、

支援が必要な方へは利用に繋げていきます。 

 

【数値目標】 

項目 人数 備考 

令和 3 年度（2021 年度）

中の一般就労移行者数（Ａ） 
 ８人 

一般就労者のうち就労移行支援事業を通じて

一般就労に移行した者 

令和８年度（2026 年度）中

の一般就労移行者数 
12 人 

令和８年度（2026 年度）中の一般就労目標

人数（国の目標は令和３年度（2021 年度）の

一般就労への移行実績の 1.2８倍） 

令和３年度（2021 年度）中

の就労定着支援利用者数 
 0 人 （Ａ）のうち、就労定着支援を利用した者 

令和８年度（2026 年度）中

の就労定着支援利用者数 
 0 人 

令和８年度（2026 年度）中の就労定着目標

人数（国の目標は令和３年度（2021 年度）の

就労定着の実績の 1.41 倍以上） 

令和８年度（2026 年度）末

の就労定着支援事業所ごと

の就労定着率 

― ※ 

※過去６年間に就労定着支援の利用を就労し

た者のうち、雇用された通常の事業所に 42 月

以上 78 月未満の期間継続して就労している

者又は就労していた者の占める割合 

 ※町内の事業所は１か所。計画策定時点で対象となる者がいないため数値は計上しない。 
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（5）障がい児支援のための提供体制の整備 

【国の基本指針】 

児童発達支援センターについて、国の指針では、地域の実情を踏まえて圏域もしくは町に

少なくとも１か所以上設置することとし、さらに、設置した児童発達支援センターや地域の

障害児通所支援事業所等が保育所等訪問支援等を活用しながら、障がい児の地域社会への参

加・包括（インクルージョン＊）を推進する体制を構築することを基本としています。 

このほか、重症心身障がい児が身近な地域で支援を受けられるように、主に重症心身障が

い児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所を圏域もしくは町に少

なくとも１か所以上確保することや、医療的ケア児が適切な支援を受けられるように、市町

村において、保健、医療、障がい福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図るための協議の

場を設けるとともに、医療的ケア児等に関するコーディネーターの配置を促進することを目

標として設定しています。 

 

【町の現状と考え方】 

町の現状は、町立の児童発達支援事業所「ひまわり教室＊」や民間の児童発達支援事業所に

おいて、障がい児に対する児童発達支援を実施しています。 

町として、児童発達支援事業を中心に、母子保健・子育て支援・教育・福祉支援との連携強

化を図り、それぞれの専門性をより一層、活かした支援体制を強化していきます。また、児

童発達支援センター及び保育所等訪問支援事業所、主に重症心身障がい児を支援する児童発

達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の設置などについて、その人数やニーズを把

握し、町の現状に合わせ、圏域・市町村連携による設置も含め、町地域自立支援協議会を活

用して引き続き検討し、障がい児の地域社会への参加、包括（インクルージョン）を推進す

る体制の構築を目指していきます。 

医療的ケア児等コーディネーターについては、町内の相談支援事業所、ひまわり教室に配

置されており、医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場については、「かながわ医療的

ケア児支援センター湘南東部圏域ブランチ会議」を活用していきます。 
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（6）相談支援体制の充実・強化 

【国の基本指針】 

 令和 8年度（2026年度）末までに各市町村又は各圏域において総合的な相談支援、地域 

の相談支援体制の強化及び関係機関等の連携の緊密化を通じた地域づくりの役割を担う基幹 

相談支援センターが地域の相談支援体制の強化を図る体制を確保することを基本とするとさ 

れています。 

さらに、令和 6年（2024 年）4 月から、各市町村において基幹相談支援センターの業務 

として、相談支援事業の従事者に対する相談、助言、指導等を行う業務等が法律上明確化さ

れました。 

 

【町の現状と考え方】 

町では、障がい者の重度化・高齢化や「親亡きあと」を見据え、令和 2年（2020 年）

10 月に基幹相談支援センターを開設し、相談支援体制を構築してきました。 

今後は、さらに本人及び家族等が抱える複合的な課題を把握し、家族への支援も含め、適

切な保健、医療、福祉サービスにつなげる等の対応が必要となります。そのため、基幹相談

支援センターが、地域の相談支援事業所に対する訪問等による専門的な相談、指導、助言を

行うとともに、地域の相談支援者が定着できるよう相談支援事業所等の人材育成支援につと

め、地域における相談支援体制の充実・強化を図っていきます。 

また、町地域自立支援協議会に属するワーキンググループ等を活用して、個別事例等から

見える課題について議論を行い、地域における課題の抽出、課題整理等を行い、相談支援体

制の強化につなげていきます。 

             ※件数は各年度の延べ件数（令和５年度については 9 月末まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基幹相談支援センター 
令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

総合的・専門的な相談支援 722 1,298 268 

相談支援事業所に対する訪問等により専門

的な助言等の件数 
21 19 6 

相談支援事業者の人材育成の支援件数 10 17 9 

相談支援機関との連携強化の取組の実施回
数 

16 21 14 

○変  
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【数値目標】 

基幹相談支援センター 
令和６年度 
（2024 年度） 

令和７年度 
（2025 年度） 

令和８年度 
（2026 年度） 

総合的・専門的な相談支援 600 600 600 

相談支援事業所に対する訪問等により専門
的な助言等の件数 

20 20 20 

相談支援事業者の人材育成の支援件数 14 14 14 

相談支援機関との連携強化の取組の実施回
数 

19 19 19 

個別事例の支援内容の検証の実施回数 ２ ２ ２ 

主任相談支援専門員の配置数 3 3 3 

 

 

 

（7）障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

 

【国の基本指針】 

障害福祉サービス等の提供にあたっては、意志決定支援の適切な実施が重要であるとされ

ています。令和 8 年度（2026 年度）末までに都道府県及び市町村において障害福祉サービ

ス等の質を向上させるための取組を実施する体制を構築することを基本とするとされていま

す。 

 

【町の現状と考え方】 

障がい福祉サービスが多様化するなか、障がいのある人が真に必要とする障がい福祉サー

ビス等の提供を行うことが重要となります。また、その提供にあっては、意志決定支援が重

要であると考えます。 

そのため、都道府県が実施する障がい福祉サービス等に係る研修への参加等を通じて、制

度に対する理解を深めていきます。 

なお、体制の構築については、近隣市の状況をみながら、町障害者相談支援事業所連絡会

の活用なども視野に入れ検討していきます。 
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２． 障がい福祉サービスの種類と見込量 

 

障がい福祉サービスの種類ごとの具体的な目標値として、一月当たりの必要なサービス

量を令和８年度（2026 年度）まで見込みます。 

見込量の算出にあたっては、各サービスの利用率を実績値から算出し、令和５年度

（2023 年度）以降の人口推計及び障がい者数に適用し推計しています。さらに、アンケ

ート調査結果のサービス利用意向を勘案して見込量を算出しています。 

 

【計画と実績について】 

・実績の人分 ：当該年度内に利用した全ての人数 

・実績の時間分：当該年度内の全ての利用時間数を 12 月で割った、一月あたりの利用時

間の平均値 

・実績の人日分：当該年度内の全ての利用日数を 12 月で割った、一月あたりの利用日数

の平均値 

 なお、令和５年度（2023 年度）にあたっては、見込値を記載しています。 

 

【サービス見込量について】 

  令和８年度（2026 年度）までの見込み数の人分や時間分、人日分も、上記実績と同じ

考え方で計算し記載しています。 

 

 

（１） 訪問系サービス 

 

訪問系サービス事業 

【事業の概要】 

 在宅障がい者が居宅において自立した生活ができるよう支援するサービスです。以下の 5

種類のサービスを提供します。 

 

サービスの名称 サービスの内容 

居宅介護 
居宅での入浴、排泄、食事等の身体介護、掃除、洗濯等の家事

支援、通院介助を行います。 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由者や、行動障がいを有する知的障がい・精神

障がいにより常に介護を必要とする人に、居宅における介護、

外出時の移動中の介護を行います。 

同行援護 
視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する人に外出時におい

て移動に必要な情報や支援等を行います。 

行動援護 
行動上著しい困難を有する人で常時介護を要する人に危機回避

のため必要な援護や外出時の移動の支援等を行います。 

重度障害者包括支援 
介護の必要性が著しく高い人に、居宅介護等を包括的に提供しま

す。 
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【現状と実績】 

訪問系サービス事業は、近隣での実施事業所の微増はあるものの、必要な人が全て希望ど

おり利用できている状況ではありません。特に、町内には重度障害者等包括支援のサービス

ができる事業所はなく、利用希望があっても利用できない状況があります。 

また、福祉事業全体の課題でもありますが、事業所における福祉人材不足も各種サービス

に共通した課題です。 

 

居宅介護 
令和３年度
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

人分 
計画 50 50 50 

実績 60 62 64 

時間分 
計画 682 682 682 

実績 683 639 692 

 

重度訪問介護 
令和３年度
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

人分 
計画 1 1 1 

実績 1 2 4 

時間分 
計画 2 2 ２ 

実績 116 280 434 

 

同行援護 
令和３年度
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

人分 
計画 10 9  9 

実績 9 9 10 

時間分 
計画 269 242 242 

実績 186 215 220 

 

行動援護 
令和３年度
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

人分 
計画 1 1 1 

実績 2 2 3 

時間分 
計画 6 6 6 

実績 10 12 14 
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重度障害者等包括支援 
令和３年度
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

人分 
計画 ― ― ― 

実績 0 0 0 

時間分 
計画 ― ― ― 

実績 0 0 0 

 

【サービス見込量と考え方】 

アンケートによると、居宅介護において現在『利用していない』16.0％の人に対し、『今

後も利用の必要がない』と回答された人は 6.6％になっています。（『わからない』が 7.8％）。

介護者の高齢化や近年のサービス利用の状況から考えても、今後もサービス利用は横ばいに

近い傾向にあると見込んでいます。相談支援等により潜在的なニーズの把握に努め、必要な

人に適正な量を支給決定していきます。 

 

（令和 8 年度（2026年度）までの見込み）  

居宅介護等 
令和６年度
（2024 年度） 

令和７年度 
（2025 年度） 

令和８年度 
（2026 年度） 

人分 66 68 70 

時間分 697 702 707 

 

重度訪問介護 
令和６年度
（2024 年度） 

令和７年度 
（2025 年度） 

令和８年度 
（2026 年度） 

人分 4 4 4 

時間分 506 506 506 

 

同行援護 
令和６年度
（2024 年度） 

令和７年度 
（2025 年度） 

令和８年度 
（2026 年度） 

人分 11 12 13 

時間分 239 260 283 

 

行動援護 
令和６年度
（2024 年度） 

令和７年度 
（2025 年度） 

令和８年度 
（2026 年度） 

人分 4 4 4 

時間分 17 17 17 

 

重度障害者等包括支援 
令和６年度
（2024 年度） 

令和７年度 
（2025 年度） 

令和８年度 
（2026 年度） 

人分 0 0 0 

時間分 0 0 0 
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（２） 日中活動系サービス 

 

＜１＞ 生活介護 

 

【事業の概要】 

常に介護を必要とする人に、昼間、排泄、食事の介護等を行うとともに、創作的活動また

は生産活動の機会を提供します。 

 

【現状と実績】 

人数、実績共に計画を下回っています。令和２年の新型コロナウイルスの流行により、通

所を控えた影響が多少あると考えています。 

 

生活介護 
令和３年度
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

人分 
計画 119 125 131 

実績 116 113 114 

人日分 
計画 2,187 2,297 2,407 

実績 2,063 2,060 2,061 

 

【サービス見込量と考え方】 

国は施設入所者の地域移行を促進しており、今後、重度の身体及び知的障がいを重複して

いる重症心身障がい者対応のサービス提供事業所へのニーズは高くなると考えられるため、

更なる充実が求められています。今後も、長期施設入所からの地域移行者や、特別支援学校

の卒業生などの新規利用者へ必要な量を決定していきます。 

 

（令和 8 年度（2026年度）までの見込み）  

生活介護 
令和６年度
（2024 年度） 

令和７年度 
（2025 年度） 

令和８年度 
（2026 年度） 

人分 116 118 120 

人日分 2,088 2,124 2,160 
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＜２＞ 自立訓練（機能訓練）（生活訓練） 

 

【事業の概要】 

自立した日常生活または社会生活ができるよう、一定期間、目標を設定し身体機能または

生活能力の向上のために必要な訓練を行います。 

 

【現状と実績】 

機能訓練、生活訓練ともに若干名の利用がありました。 

 

自立訓練（機能訓練） 
令和３年度

（２０２１年度） 
令和４年度 

（２０２２年度） 
令和５年度 

（２０２３年度） 

人分 
計画 1 1 1 

実績 1 1 1 

人日分 
計画 6 6 6 

実績 6 5 6 

自立訓練（生活訓練） 
令和３年度

（２０２１年度） 
令和４年度 

（２０２２年度） 
令和５年度 

（２０２３年度） 

人分 

計画 1 1 1 

実績 1 2 1 

実績のうち精神

障がい者の数 
0 0 0 

人日分 

計画 19 19 19 

実績 20 41 20 

実績のうち精神

障がい者の数 0 0 0 

※国の基本指針により、精神障がい者の数を把握することとされている。 
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【サービス見込量と考え方】 

機能訓練、生活訓練ともに一定の利用があるため、実績を考慮して見込みました。 

 

（令和 8 年度（2026年度）までの見込み） 

自立訓練（機能訓練） 
令和６年度
（2024 年度） 

令和７年度 
（2025 年度） 

令和８年度 
（2026 年度） 

人分 1 1 1 

人日分 6 6 6 

自立訓練（生活訓練） 
令和６年度
（2024 年度） 

令和７年度 
（2025 年度） 

令和８年度 
（2026 年度） 

人分 1 1 1 

見込み人数のうち精神障が
い者の数 0 0 0 

人日分 20 20 20 

見込み人数のうち精神障が
い者の数 0 0 0 

※国の基本指針により、精神障がい者の数を把握することとされている。 
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＜３＞ 宿泊型自立訓練   

 

【事業の概要】 

知的障がいまたは精神障がいのある人に対して、居室その他の設備を利用させるとともに、

家事等の日常生活能力を向上するための支援、生活等に関する相談・助言などの必要な支援

を行います。 

 

【現状と実績】 

令和３年度（2021 年度）、令和４年度（2022 年度）については利用がありませんでし

た。宿泊型自立訓練のため、２年間（条件により３年間の利用まで可）の利用規定があり、

利用者がいない年度もあります。 

 

宿泊型自立訓練 
令和３年度

（２０２１年度） 
令和４年度 

（２０２２年度） 
令和５年度 

（２０２３年度） 

人分 
計画 － － － 

実績 0 0 1 

人日分 
計画 － － － 

実績 0 0 25 

 

【サービス見込量と考え方】 

年度より利用実績に違いがあるため、直近の実績を考慮して見込みました。 

 

（令和 8 年度（2026年度）までの見込み） 

宿泊型自立訓練 
令和６年度
（2024 年度） 

令和７年度 
（2025 年度） 

令和８年度 
（2026 年度） 

人分 1 1 1 

人日分 25 25 25 
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＜４＞ 就労選択支援 

 

【事業の概要】 

 就労先・働き方についてより良い選択ができるよう、就労アセスメントの手法を活用して、

本人の希望、就労能力や適性等に合った選択を支援します。 

 

【サービス見込量と考え方】 

サービスの施行が令和７年（2025 年）10 月 1 日とされていることから、令和 6 年度

（2024 年度）の見込みは記載していません。 

 

（令和 8 年度（2026年度）までの見込み）  

就労移行支援 
令和６年度

（２０２４年度） 
令和７年度 

（２０２５年度） 
令和８年度 

（２０２６年度） 

人分 － 21 42 
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＜5＞ 就労移行支援 

 

【事業の概要】 

 一般企業等で就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識や能力を高めるための訓

練を行います。 

 

【現状と実績】 

 就労移行支援を利用し、就労への関心が高く利用希望が増えており、計画を大きく上回る

利用実績となっています。 

 

就労移行支援 
令和３年度

（２０２１年度） 
令和４年度 

（２０２２年度） 
令和５年度 

（２０２３年度） 

人分 
計画 16 16 16 

実績 31 29 30 

人日分 
計画 225 225 225 

実績 297 282 430 

 

【サービス見込量と考え方】 

国の基本指針においても、障がい者の就労については、重点が置かれており、今後も増加

が見込まれます。 

 

（令和 8 年度（2026 年度）までの見込み）  

就労移行支援 
令和６年度
（2024 年度） 

令和７年度 
（2025 年度） 

令和８年度 
（2026 年度） 

人分 30 30 30 

人日分 430 430 430 
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＜6＞ 就労継続支援Ａ型（雇用型） 

 

【事業の概要】 

 通所により、雇用契約に基づく就労の機会を提供するとともに社会での就労に必要な知識

や能力が高まった障がい者に対し、就職への移行に向けた支援を行います。 

 

【現状と実績】 

 利用人数は横ばい傾向ですが、利用日数については増加しています。 

 

就労継続支援Ａ型 
令和３年度

（２０２１年度） 
令和４年度 

（２０２２年度） 
令和５年度 

（２０２３年度） 

人分 
計画 8 7 6 

実績 14 13 13 

人日分 
計画 140 123 105 

実績 179 192 210 

 

【サービス見込量と考え方】 

 町内にA 型事業所ができたことにより、利用日数が増加しています。引き続き、利用者の

ニーズに合った情報提供を行うとともに、通所から就労に結びつくよう支援していきます。  

利用日数については実績を考慮した数字になっています。 

 

（令和 8 年度（2026年度）までの見込み）  

就労継続支援Ａ型 
令和６年度
（2024 年度） 

令和７年度 
（2025 年度） 

令和８年度 
（2026 年度） 

人分 13 13 13 

人日分 227 227 227 
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＜7＞ 就労継続支援Ｂ型（非雇用型） 

 

【事業の概要】 

通所により、雇用契約を結ばずに就労や生活活動の機会を提供するとともに、継続的な就

労や就労に必要な知識や能力を高める訓練を行います。 

 

【現状と実績】 

 利用者数及び日数は、増加しています。 

 

就労継続支援 B型 
令和３年度

（２０２１年度） 
令和４年度 

（２０２２年度） 
令和５年度 

（２０２３年度） 

人分 
計画 94 95 96 

実績 106 117 118 

人日分 
計画 1,487 1,503 1,518 

実績 1,468 1,591 1,653 

 

【サービス見込量と考え方】 

利用者数及び日数については年々増加し、就労移行等他の障がい福祉サービスからの移行

者及び特別支援学校等卒業見込み者の動向を考慮し見込みました。 

 

（令和 8 年度（2026年度）までの見込み）  

就労継続支援 B型 
令和６年度
（2024 年度） 

令和７年度 
（2025 年度） 

令和８年度 
（2026 年度） 

人分 125 132 139 

人日分 1,754 1,861 1,975 
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＜8＞ 就労定着支援 

 

【事業の概要】 

 障がい者との相談を通じて生活面の課題を把握するとともに、企業や関係機関等との連絡

調整やそれに伴う課題解決に向けて必要となる支援を実施します。企業・自宅等への訪問や

障がい者の来所により、生活リズム、家計や体調の管理などに関する課題解決に向けて、必

要な連絡調整や指導・助言等の支援を行います。 

 

【現状と実績】 

 就労移行支援等の利用を経て、一般就労へ移行した障がい者で就労に伴う環境変化により、

生活面の課題が生じている人が対象となります。ほぼ計画どおりとなっています。 

 

就労定着支援 
令和３年度

（２０２１年度） 
令和４年度 

（２０２２年度） 
令和５年度 

（２０２３年度） 

人分 
計画 7 7 7 

実績 7 10 7 

 

【サービス見込量と考え方】 

実績を考慮し、就労移行支援利用者数の平均を見込みました。 

 

（令和 8 年度（2026年度）までの見込み）  

就労定着支援 
令和６年度
（2024 年度） 

令和７年度 
（2025 年度） 

令和８年度 
（2026 年度） 

人分 8 8 8 
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＜9＞ 療養介護 

 

【事業の概要】 

 医療と通常介護を必要とする重症心身障がい者を受け入れる病院や施設において、重度の

障がいに対応した医療的なケア等を行うサービスです。 

 

【現状と実績】 

サービスの提供事業所が限られているため、ニーズへの対応が難しくなっています。 

  

療養介護 
令和３年度

（２０２１年度） 
令和４年度 

（２０２２年度） 
令和５年度 

（２０２３年度） 

人分 
計画 8 7 7 

実績 8 8 8 

 

【サービス見込量と考え方】 

これまでの実績を踏まえた上で、重症心身障害者施設に入所している人の動向を考慮し、

微減としました。 

 

（令和 8 年度（2026年度）までの見込み）  

療養介護 
令和６年度
（2024 年度） 

令和７年度 
（2025 年度） 

令和８年度 
（2026 年度） 

人分 8 8 8 
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＜10＞ 短期入所（福祉型、医療型） 

 

【事業の概要】 

 自宅で介護する人の病気やレスパイトにより、施設等への短期の入所による入浴、排せつ

及び食事などの介護や日常生活上の支援を行います。 

 

【現状と実績】 

 人数、延べ人数ともに支給決定を受けている人の大半が、介護者の病気など緊急時のこと

を考えている傾向があるため、これからも同様の傾向が続くと予測しています。福祉団体か

らの聞き取りにおいても「町内のショートステイ先がない」という意見をいただいており、

利用希望に対してサービス提供事業所が不足しているのが現状です。 

 

 
短期入所 

令和３年度
（２０２１年度） 

令和４年度 
（２０２２年度） 

令和５年度 
（２０２３年度） 

福祉型 

人分 
計画 26 26 26 

実績 22 32 27 

人日分 
計画 135 135 135 

実績 107 122 139 

医療型 

人分 
計画 2 2 2 

実績 2 3 3 

人日分 
計画 9 9 9 

実績 8 9 15 

 

【サービス見込量と考え方】 

アンケートによると、現在『利用していない』15.6％の人に対し、『今後も利用の必要が

ない』と回答された人は 5.5％になっています。（『わからない』は 9.2％）。今後必要と

考えている方も含め、障がい者を支援する家族によるレスパイト等の目的により、利用ニー

ズは拡大していくことが想定されます。今後も圏域内外の事業所に関する情報収集を行うと

ともに、短期入所事業の充実に努めます。 

 

（令和８年度（2026年度）までの見込み） 

   短期入所 
令和６年度
（2024 年度） 

令和７年度 
（2025 年度） 

令和８年度 
（2026 年度） 

福祉型 
人分 30 33 37 

人日分 158 180 205 

医療型 
人分 3 3 3 

人日分 15 15 15 
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（３） 居住系サービス 

 

＜１＞ 共同生活援助(グループホーム・日中サービス支援型グループホーム) 

 

【事業の概要】 

 グループホームにて共同で生活する障がいのある人に対し、相談その他日常生活上の援助

を行います。  

 

【現状と実績】 

 利用者数は、計画を上回り、増加となりました。 

 

共同生活援助 
令和３年度

（２０２１年度） 
令和４年度 

（２０２２年度） 
令和５年度 

（２０２３年度） 

人分 

計画 58 60 63 

計画のうち 
精神障がい者の数 20 21 23 

実績 76 86 88 

実績のうち 
精神障がい者の数 22 25 27 

※国の基本指針により、精神障がい者の数を把握することとされている。 

 

【サービス見込量と考え方】 

 アンケートによると、現在『利用していない』15.6％の人に対し、『今後も利用の必要がない』

と回答された人は 6.8％になっています。（『わからない』は 7.6％）。今後必要と考えている

方も含め、知的障がい者及び精神障がい者のグループホーム入居ニーズは高い状況です。 

国において、地域移行の促進を強化していることもあり、障がい者支援施設からの退所や退院

等による地域生活の場、介護者からの自立による地域での生活の場の確保は必要であるため、事

業所に関する情報収集を行うとともに、グループホームの設置を働きかけていきます。 

 

（令和８年度（2026年度）までの見込み）  

共同生活援助 
令和６年度
（2024 年度） 

令和７年度 
（2025 年度） 

令和８年度 
（2026 年度） 

人分 95 102 110 

見込み人数のうち 
精神障がい者の数 30 33 37 

     ※国の基本指針により、精神障がい者の数を見込むこととされている。 
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＜２＞ 施設入所支援 

 

【事業の概要】 

施設に入所する人に、提供される入浴、排せつ及び食事の介護等を行います。 

 

【現状と実績】 

新型コロナウイルスの影響もあり、地域移行が進まず計画値を上回る実績となりました。 

 

施設入所支援 
令和３年度

（２０２１年度） 
令和４年度 

（２０２２年度） 
令和５年度 

（２０２３年度） 

人分 
計画 45 45 45 

実績 48 47 46 

 

【サービス見込量と考え方】 

国では、「令和８年度（2026 年度）末時点の施設入所者数を令和４年度（2022 年度）

末時点の施設入所者数から 5％以上を削減すること」を目標設定としています。施設と連携

を図りながら、地域移行（グループホームなど）を進めていきます。 

 

（令和 8 年度（2026年度）までの見込み）  

施設入所支援 
令和６年度
（2024 年度） 

令和７年度 
（2025 年度） 

令和８年度 
（2026 年度） 

人分 46 46 45 
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＜３＞ 自立生活援助 

 

【事業の概要】 

 障がい者支援施設やグループホーム等から一人暮らしへの移行を希望する知的障がい者や

精神障がい者等について、本人の意思を尊重した地域生活を支援するため、一定の期間にわ

たり、定期的な巡回訪問や随時の対応により、障がい者の理解力や生活力等を補う観点から

適切な支援を行います。 

 

【現状と実績】 

 自立生活援助について、利用実績はありませんでした。 

 

自立生活援助 
令和３年度

（２０２１年度） 
令和４年度 

（２０２２年度） 
令和５年度 

（２０２３年度） 

人分 

計画 1 1 1 

計画のうち 
精神障がい者の数 0 0 0 

実績 0 0 0 

実績のうち 
精神障がい者の数 0 0 0 

    ※国の基本指針により、精神障がい者の数を把握することとされている。 

 

【サービス見込量と考え方】 

 障がい者支援施設やグループホーム等を利用していた人で、一人暮らしを希望する人等が

対象となります。サービス量については、一人暮らしを希望する人の二―ズや実績等を踏ま

えて見込みました。 

 

（令和 8 年度（2026年度）までの見込み）  

自立生活援助 
令和６年度
（2024 年度） 

令和７年度 
（2025 年度） 

令和８年度 
（2026 年度） 

人分 1 1 1 

見込み人数のうち 

精神障がい者の数 
0 0 0 

     ※国の基本指針により、精神障がい者の数を見込むこととされている。 
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（４） 相談支援  

 

＜１＞ 計画相談支援 

 

【事業の概要】 

相談支援専門員が、一人ひとりの心身の状況やサービス利用の意向、家族の状況を踏まえ、

利用サービスの種類、内容等を定めたサービス等利用計画を適切に作成できるよう支援しま

す。 

 

【現状と実績】 

 ほぼ計画どおりの数値となっています。しかしながら、相談支援事業所において計画相談

を受けることが難しい状況であり、セルフプランでの対応も多くなっています。 

 

計画相談支援 
令和３年度

（２０２１年度） 
令和４年度 

（２０２２年度） 
令和５年度 

（２０２３年度） 

人分 
計画 193 194 196 

実績 185 189 196 

 

【サービス見込量と考え方】 

 今後も障がい福祉サービスの利用者が増加する見込みであり、相談支援事業所の増設を検

討しています。そのため、令和８年度（2026 年度）に向けて、見込値を増加させています。 

 

（令和 8 年度（2026年度）までの見込み）  

計画相談支援 
令和６年度
（2024 年度） 

令和７年度 
（2025 年度） 

令和８年度 
（2026 年度） 

人分 202 208 214 
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＜２＞ 地域移行支援 

 

【事業の概要】 

障がい者支援施設や精神科病院に入所等をしている障がいのある人に対して、住居の確保

や地域生活の準備、福祉サービスの見学・体験のための外出への同行支援、地域における生

活に移行するための活動に関する相談等の支援を行います。 

 

【現状と実績】 

地域移行支援について、実績はありませんでした。 

 

地域移行支援 
令和３年度

（２０２１年度） 
令和４年度 

（２０２２年度） 
令和５年度 

（２０２３年度） 

人分 

計画 1 1 1 

計画のうち 

精神障がい者の数 
1 1 1 

実績 0 0 0 

実績のうち 

精神障がい者の数 
0 0 0 

※国の基本指針により、精神障がい者の数を把握することとされている。 

 

【サービス見込量と考え方】 

 今後も地域移行促進のため、支給決定においては実施事業所及び入所施設、医療機関と連

携して地域生活へのスムーズな移行に努めます。 

 

（令和 8 年度（2026年度）までの見込み）  

地域移行支援 
令和６年度
（2024 年度） 

令和７年度 
（2025 年度） 

令和８年度 
（2026 年度） 

人分 1 1 1 

見込み人数のうち 

精神障がい者の数 
1 1 1 

     ※国の基本指針により、精神障がい者の数を見込むこととされている。 
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＜３＞ 地域定着支援 

 

【事業の概要】 

居宅において単身、または家庭の状況により同居している家族等による支援を受けられな

い障がいのある人に対して、常に連絡可能な体制を確保し、障がいの特性に起因して発生し

た緊急事態等の相談・訪問・連絡などの緊急対応を行います。 

 

【現状と実績】 

地域定着支援について、実績はありませんでした。 

 

地域定着支援 
令和３年度

（２０２１年度） 
令和４年度 

（２０２２年度） 
令和５年度 

（２０２３年度） 

人分 

計画 1 1 1 

計画のうち 

精神障がい者の数 
0 0 0 

実績 0 0 0 

実績のうち 

精神障がい者の数 
0 0 0 

※国の基本指針により、精神障がい者の数を把握することとされている。 

 

【サービス見込量と考え方】 

 今後も地域移行促進のため、支給決定においては実施事業所及び入所施設、医療機関と連

携して地域生活へのスムーズな移行に努めます。24 時間の連絡体制の確保が困難であり事

業が実施できていないため、今後も引き続き安心して地域で生活していけるよう、事業所に

働きかけていきます。 

 

（令和 8 年度（2026年度）までの見込み）  

地域定着支援 
令和６年度
（2024 年度） 

令和７年度 
（2025 年度） 

令和８年度 
（2026 年度） 

人分 1 1 1 

見込み人数のうち 

精神障がい者の数 
1 1 1 

     ※国の基本指針により、精神障がい者の数を見込むこととされている。 
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（５） 障がい児通所支援等 

 

＜１＞ 児童発達支援 

 

【事業の概要】 

 未就学児を対象に、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の向上、集団生活へ

の適応訓練などを行います。 

 

【現状と実績】 

 早期療育の必要性に伴い、年々利用者及び利用量が増加しています。 

 

児童発達支援 
令和３年度

（２０２１年度） 
令和４年度 

（２０２２年度） 
令和５年度 

（２０２３年度） 

人分 
計画 47 51 56 

実績 67 77 87 

人日分 
計画 348 377 414 

実績 516 505 566 

 

【サービス見込量と考え方】 

早期療育の視点からも必須な事業です。計画の利用実人数や延べ人数の見込みについては、

アンケートによると現在『利用していない』8.4％の方に対し、『今後も利用の必要がない』

と回答された方は 5.3％になっています。（『わからない』3.5％）。無償化に伴うニーズ

の拡大は落ち着いていますが、今後必要と考えている方も含めた利用意向を反映させ、増加

を見込んでいます。 

 

（令和 8 年度（2026年度）までの見込み）  

児童発達支援 
令和６年度
（2024 年度） 

令和７年度 
（2025 年度） 

令和８年度 
（2026 年度） 

人分 97 107 117 

人日分 630 696 761 
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＜２＞ 放課後等デイサービス 

 

【事業の概要】 

就学中の障がい児に対して、放課後や長期休暇において、生活能力向上のための訓練等を

継続的に提供することにより、学校教育と相まって障がい児の自立を促進するとともに、放

課後等の居場所作りを支援します。 

 

 

 

【現状と実績】 

現在町内に６箇所、町外にも多くの放課後デイサービス事業所があり、利用者は増加して

います。 

 

放課後等デイサービス 
令和３年度

（２０２１年度） 
令和４年度 

（２０２２年度） 
令和５年度 

（２０２３年度） 

人分 
計画 89 95 102 

実績 98 103 108 

人日分 
計画 971 1,036 1,112 

実績 912 959 1,048 

 

【サービス見込量と考え方】 

毎年伸びている事業であり、早期療育の視点からも必須な事業です。計画の利用実人数や

延べ人数の見込みについては、アンケートによると現在『利用していない』7.4％の人に対

し、『今後も利用の必要がない』と回答された人は.4.9％になっています。（『わからない』

は 3.1％）。共働き家庭の増加など社会様式の変化も踏まえ、利用人数、利用日数共に今後

も増加していくと考えています。 

 

（令和 8 年度（2026年度）までの見込み）  

放課後等デイサービス 
令和６年度
（2024 年度） 

令和７年度 
（2025 年度） 

令和８年度 
（2026 年度） 

人分 113 119 125 

人日分 1,123 1,204 1,291 
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＜３＞ 保育所等訪問支援 

 

【事業の概要】 

保育所等を現在利用中の障がい児、または、今後利用する予定の障がい児が、保育所等に

おける集団生活の適応のために専門的な支援を必要とする場合、通い先の施設等を訪問し、

障がい児及び保育所等のスタッフに対し、集団生活に適応するための専門的な支援や支援方

法等の指導等を行います。 

 

【現状と実績】 

 保育園、幼稚園に通う障がい児のうち、支給決定を行った人へのサービスで、若干名の利

用がありました。 

 

保育所等訪問支援 
令和３年度

（２０２１年度） 
令和４年度 

（２０２２年度） 
令和５年度 

（２０２３年度） 

人分 
計画 1 1 1 

実績 1 1 1 

日分 
計画 2 2 2 

実績 1 1 2 

 

【サービス見込量と考え方】 

町内にこのサービスを提供できる事業者が無く利用が難しい状態となっています。圏域内

に事業所が増える予定もあり、見込みを増加させています。今後も地域の事業所と連携して

いきます。 

 

（令和 8 年度（2026年度）までの見込み）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保育所等訪問支援 
令和６年度
（2024 年度） 

令和７年度 
（2025 年度） 

令和８年度 
（2026 年度） 

人分 2 2 2 

人日分 4 4 4 
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＜４＞ 居宅訪問型児童発達支援 

 

【事業の概要】 

 人工呼吸器を装着している状態など日常生活を営むために医療が必要な状態（医療的ケア

児）や重い疾病のため感染症にかかるおそれがある状態で、児童発達支援を受けるために外

出することが著しく困難な障がい児に対し、自宅に訪問して日常生活における基本的な動作

の指導、知識技能の付与や生活能力の向上のために必要な訓練の実施を行います。 

 

【現状と実績】 

 居宅訪問型児童発達支援については、利用実績はありませんでした。 

 

居宅訪問型児童発達支援 
令和３年度

（２０２１年度） 
令和４年度 

（２０２２年度） 
令和５年度 

（２０２３年度） 

人分 
計画 0 0 0 

実績 0 0 0 

日分 
計画 0 0 0 

実績 0 0 0 

 

【サービス見込量と考え方】 

町内にこのサービスを提供できる事業者が無く利用が難しい状態となっています。令和５

年 10 月に圏域内に町民の利用できる事業所が開設されたため、見込みを増加させています。

今後も地域の事業所と連携していきます。 

 

（令和 8 年度（2026年度）までの見込み）  

居宅訪問型児童発達支援 
令和６年度
（2024 年度） 

令和７年度 
（2025 年度） 

令和８年度 
（2026 年度） 

人分 1 1 1 

人日分 2 2 2 
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＜5＞ 障がい児相談支援 

 

【事業の概要】 

障がい児が、通所支援（児童発達支援・放課後等デイサービスなど）を利用する前に、障

がい児支援利用計画を作成し、通所支援開始後、一定期間ごとにモニタリングを行う等の支

援を行います。 

 

【現状と実績】 

 障がい児支援サービス利用者が増加したことにより、利用実績も増加しています。しかし

ながら、相談支援事業所において計画相談を受けることが難しい状況であり、セルフプラン

での対応も多くなっています。 

 

障児相談支援 
令和３年度

（２０２１年度） 
令和４年度 

（２０２２年度） 
令和５年度 

（２０２３年度） 

人分 
計画 20 20 20 

実績 26 31 29 

 

【サービス見込量と考え方】 

 成長に応じたきめ細やかなサービスを利用いただくためにも、相談支援事業所による相談

支援数をいかに増やしていくかが課題となります。相談支援事業所の増設を検討しています。

そのため、令和８年度（2026 年度）に向けて、見込値を増加させています。 

 

（令和 8 年度（2026年度）までの見込み）  

障害児相談支援 
令和６年度
（2024 年度） 

令和７年度 
（2025 年度） 

令和８年度 
（2026 年度） 

人分 31 33 37 
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＜６＞ 医療的ケア児等に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置  

 

【事業の概要】 

医療的ケア児等の支援を総合調整するコーディネーターを配置します。 

 

【現状と実績】 

 令和５年度（2023年度）よりホームページにおいて周知を行い、委託相談支援事業所及

び町立の児童発達支援事業所にコーディネーターを配置しています。 

 

コーディネーターの配置 
令和３年度

（２０２１年度） 
令和４年度 

（２０２２年度） 
令和５年度 

（２０２３年度） 

人分 － － 3 

 

 

【サービス見込量と考え方】 

 地域の医療的ケア児等のニーズを勘案し配置人数を見込みます。 

 

（令和 8 年度（2026年度）までの見込み）  

コーディネーターの配置 
令和６年度

（２０２４年度） 
令和７年度 

（２０２５年度） 
令和８年度 

（２０２６年度） 

人分 3 3 3 
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（６）発達障がい者等に対する支援 

 

【事業の概要】 

子どもの行動変容を目的として、保護者が褒め方や指示など具体的な養育スキルを獲得す

ることを目的に行います。保護者が生活の中で子どもと適切に関わることで、子どもの行動

の改善や発達の促進が期待できます。 

 

【現状と実績】 

 新型コロナウイルスの流行が繰り返されていましたが、令和 3年度（2021 年度）から徐々

に対面で実施することができるようになりました。 

 

発達障がい者等に対する支援 
令和３年度

（２０２１年度） 
令和４年度 

（２０２２年度） 
令和５年度 

（２０２３年度） 

ペアトレーニングやぺ
アトレプログラム等の
支援プログラム等 

受講者数（保護者） 6 4 4 

実施者数（支援者） 0 0 1 

フォローアップ 受講者数 ― ― 3 

 ※令和３年度（2021 年度）、令和４年度（2022 年度）については、県職員が支援者として中心的役割を 

担ってたため、「0」と記載しています。 

 

【サービス見込量と考え方】 

 子どもとの適切な関わり方を保護者が学ぶことにより、子どもの行動改善等を促進するプ

ログラムのため、少人数での実施が望ましく、これまでの実績を基に見込んでいます。 

 

（令和 8 年度（2026年度）までの見込み）  

発達障がい者等に対する支援 
令和６年度
（2024 年度） 

令和７年度 
（2025 年度） 

令和８年度 
（2026 年度） 

ペアトレーニングやぺ
アトレプログラム等の
支援プログラム等 

受講者数 4 4 4 

実施者数 1 1 1 

ペアレントメンターの人数 0 0 0 

フォローアップ 3 8 12 
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（７）障がい福祉サービス見込量確保のための方策 

 

 ◆サービス提供事業所、近隣市町や関係機関との連携等によるサービス提供体制の充実 

寒川町は、障がい福祉サービスを提供する事業所が少ない状況です。 

また、支援の担い手となる人材も不足しており、サービスの利用希望があっても、充

分に対応ができていません。 

本計画におきましても、障がいの種別によらず、一元的で適切なサービスを提供する

ために、庁内及び関係機関に各種研修会への参加を働きかけてまいります。 

また、他市との連携のもと、必要に応じて重症心身障がい児者に対しての短期入所サ

ービスを継続するとともに、地域自立支援協議会を活用し、広域的なサービスの利用に

ついて検討していきます。 
 

 ◆在宅生活を送る環境の整備や場の充実 

寒川町では、関係機関との連携、ケース会議の実施等を通じて、地域での支援を行う

とともに、新規で手帳を取得された方には、交付の機会などを利用し、寒川町福祉団体

協議会の紹介を行い、当事者団体や親の会の会員数の増員促進に努めています。 

在宅生活を送る環境の整備については、快適な生活を送るため、住宅の階段や段差の

バリアフリー化など設備面の改修に対し、住宅改修費助成を継続していきます。 

グループホームを新規設置する事業者に対しては、備品購入費の一部助成及び設置に

あたっての相談、調整等の支援を行います。 

その他、日常生活の場や身近な情報等を必要に応じて提供していきます。 

また、障がいのある人の就労支援の一貫として、寒川町役場や寒川総合図書館など、

町立施設での職場体験実習の実施を行うとともに、障害者優先調達推進法に基づき、事

業所に対し物品等や役務の提供の受注委託を引き続き行います。 

さらに、就労意欲をもつ障がいのある人の能力に応じた雇用の促進、就労後の定着支

援についても、公共職業安定所や湘南障害者就業・生活支援センター等と連携しながら、

就労に関する相談体制の充実を図り、障がいのある人の雇用を促進するため、民間企業

や事業主に対して障がいの理解促進や障がい者雇用に関する啓発活動を推進します。 

 

 ◆相談支援体制の充実と活用 

町は、委託相談事業所を設置し、これまでに障がいのある人やその家族、関係機関等

からの相談を受け、相談支援事業所と連携して、適切なサービスに繋げることができる

よう調整してまいりました。しかしながら、相談件数の増加が続いている現状において

は、更なる充実・強化が必要なため、委託相談支援事業所の増設についても検討してい

きます。 

今後も、基幹相談支援センターを中心に、総合的な支援体制、専門的な指導・助言及

び人材育成等各種機能の更なる強化・充実を進めていきます。 

また、多岐にわたる専門的な相談の増加に伴い、福祉課窓口に福祉職を配置し、専門

的なニーズにも対応できるよう体制を整えていきます。 

障がいのある人が地域で生活していくために、必要に応じた適切できめ細やかな支援

を誰でも受けられるよう、一人ひとりの生活課題に応じた相談体制に取り組むことが大

切です。特別な配慮や支援を要するケースについても地域自立支援協議会を活用し、問

題解決を図ります。 
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３． 地域生活支援事業の見込量 

 

町は、障がいのある人がその有する能力及び適性に応じ自立した日常生活や社会生活を営

むことができるよう、地域の特性や利用者の状況に応じて、効率的・効果的に柔軟な事業を

実施することで、福祉の増進を図るとともに、障がいの有無に関わらず人格と個性を尊重し、

安心して暮らすことができる地域社会の実現のために、必要な事業を実施します。 

 

地域生活支援事業は、障害者総合支援法により町の必須事業として位置づけられているも

のと、町の施策などにより任意に実施するものがあります。 

 

 

【計画と実績について】 

実績は当該年度全ての件数の合計で、令和５年度（2023 年度）は 4 月から 9 月までの 

件数の合計を記載。 

【サービス見込量について】 

 令和８年度（2026年度）までの見込み数は、各年度末までの年間見込量。 

 

 

（１） 必須事業 

 

（ア）相談支援事業 

障がいのある人やその介護を行う人からの相談に応じ、必要な情報の提供、権利擁護のた

めに必要な援助を行い、障がいのある人等が自立した日常生活や社会生活を営むことができ

るよう支援します。 

 また、地域の相談支援事業所間の連絡調整、関係機関の連携の支援を行う、 地域の相談支

援の中核的な役割を担う機関を設置します。 

 

【事業の概要】  

①地域自立支援協議会を設置し、関係機関のネットワークのあり方や地域支援体制の中軸と

なる相談支援体制のあり方について協議します。 

②町内委託相談事業所「生活相談室 すまいる」「寒川町障がい者相談支援事業所ゆいっと」

と連携し、生活、サービス利用などの相談や情報提供、また、権利擁護、住宅入居などに

必要な援助を行います。 

③多岐にわたる内容の相談が増加しており、専門的な介入が必要となっています。このため、

福祉課において福祉職の配置を行います。また、精神保健福祉施策の推進として、精神保

健福祉士の配置は、継続して行っていきます。 

④地域の相談支援事業所や関係機関等との連携支援を行っていきます。 

 

【現状と実績】 

① 地域の実情に対する課題検討を身近な地域で行っています。平成 22 年（2010 年）４

月より「寒川町地域自立支援協議会」を設置し、障がいのある人が地域で安心して生活

ができるよう取り組んでいます。 
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② 相談量の増加により、町内の委託相談事業所を平成 29 年度（2017 年度）から２箇所

とし、よりきめ細やかな相談に対応しています。 

③ 精神障がいのある人等からの相談について、福祉課窓口に配置している精神保健福祉士

が対応していきます。 

④ 令和 2 年（2020 年）10 月に開設した「さむかわ基幹相談支援センター」を中心に、

支援体制づくりに努めています。 

 

相談支援事業 
令和３年度

（２０２１年度） 
令和４年度 

（２０２２年度） 
令和５年度 

（２０２３年度） 

事業所 
計画 3 3 3 

実績 3 3 3 

相談員数 
計画 12 12 12 

実績 ９ 11 10 

相談件数（※） 
計画 2,427 2,427 2,427 

実績 3,910 4,011 １,880 

    ※相談件数については、委託相談支援事業所の取り扱い件数を記載しています。 

 

【サービス見込量と考え方】 

町内の委託相談支援事業所及び基幹相談支援センターの３箇所体制ですが、障がいのある

人への対応にとどまらず、家族への支援が必要になるケースも増加しているため、委託相談

支援事業所の増設を検討しています。 

そのため、令和８年度（2026 年度）に事業所数と相談員数の増加を見込みました。 

住宅入居等支援事業については、引き続き実施していきます。  

 

（令和８年度（2026 年度）までの見込み）  

相談支援事業 
令和６年度

（２０２４年度） 
令和７年度 

（２０２５年度） 
令和８年度 

（２０２６年度） 

事業所数 3 3 4 

相談員数 10 10 14 

相談件数 4,066 4,119 4,173 

 

【今後の事業展開】 

 町の地域自立支援協議会として、計画の策定や地域課題の整理等を行い、相談支援体制の

強化に繋げていきます。 

また、相談支援事業所の増設について検討し、更なる相談支援体制の強化を図っていきま

す。 

さらに、多岐にわたる専門的な相談の増加に伴い、福祉課窓口に福祉職を配置し、専門的

なニーズに対応できるよう体制を整えていきます。 

人権擁護と虐待防止の充実に向けた支援体制については、基幹相談支援センターを中心に、

今後も県や関係機関、近隣自治体等と連携しつつ、取り組みを進めていきます。 
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（イ） 成年後見制度利用支援事業 

 

【事業の概要】 

 知的障がいや精神障がいなどによって、物事を判断する能力が十分でない人の権利を守る

援助者を選ぶため、本人に代わって、家庭裁判所において後見人等選任のための申立て手続

きや費用負担を行います。 

 

【現状と実績】 

利用希望者は現状少ないものの、制度の普及に伴い関心の高い事業です。制度上、申立て

に係る資料集め等に時間がかかり、利用希望者が殺到した際の対応は課題となります。 

 

成年後見申立 
令和３年度

（２０２１年度） 
令和４年度 

（２０２２年度） 
令和５年度 

（２０２３年度） 

人分 

計画 2 2 2 

実績 3 0 2 

達成率 150 0 100 

 

【サービス見込量と考え方】 

 今後も必要な事業ではあるものの、大幅な利用希望者の増は見込めないため、前計画と同

様に 2 人ずつを見込みます。 

 

（令和 8 年度（2026年度）までの見込み）  

成年後見申立 
令和６年度

（２０２４年度） 
令和７年度 

（２０２５年度） 
令和８年度 

（２０２６年度） 

人分 2 2 2 

 

【今後の事業展開】 

 障がい者の権利擁護を図ることは重要であるため、今後も成年後見人制度の円滑な利用促

進に努めていきます。 
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（ウ）コミュニケーション支援事業 

 

【事業の概要】 

聴覚、視覚、言語機能、音声機能、その他の障がいのため意思疎通を図ることに支障があ

る人に対し、手話通訳者や要約筆記者の設置、派遣、また、点訳などによる支援を実施しま

す。 

 

【現状と実績】 

週５日福祉課窓口に手話通訳者を設置し、開庁時においては手話通訳にて情報保障を行っ

ています。また、医療機関や学校関係、地域活動や講演会等へ手話通訳者・要約筆記者の派

遣を行っています。さらに、視覚障がいのある人向けに点字によるお知らせを実施していま

す。 

「障害者差別解消法」における合理的配慮や情報保障の観点からも、町が主催する会議や

講演会等に通訳者及び要約筆記者を派遣しています。 

 

コミュニケーション支援事業 
令和３年度

（２０２１年度） 
令和４年度 

（２０２２年度） 
令和５年度 

（２０２３年度） 

手話通訳者 
設置 

設置者数 

計画 1 1 1 

実績 1 1 1 

手話通訳者
派遣 

実利用者数 

計画 20 20 20 

実績 20 18 14 

延べ利用者数 

計画 300 300 300 

実績 257 210 84 

要約筆記者
派遣 

実利用者数 

計画 4 4 5 

実績 0 1 0 

延べ利用者数 

計画 15 15 18 

実績 0 2 0 
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【サービス見込量と考え方】 

手話通訳者派遣の実利用者数と延べ利用者数については、実績を基に算出しました。要約

筆記者派遣の実利用者数と延べ利用者数については、利用実績あった数値を横ばいで見込み

ました。 

 

（令和 8 年度（2026 年度）までの見込み）  

コミュニケーション支援事業 
令和６年度

（２０２４年度） 
令和７年度 

（２０２５年度） 
令和８年度 

（２０２６年度） 

手話通訳者設置 設置者数 1 1 1 

手話通訳者派遣 

実利用者数 14 14 14 

延べ利用者数 170 170 170 

要約筆記者派遣 

実利用者数 1 1 1 

延べ利用者数 2 2 2 

 

【今後の事業展開】 

手話通訳者設置事業については週５日の設置を継続します。手話通訳者派遣・要約筆記者

派遣については、拡大するニーズに対応できるよう通訳者等の確保に努めていきます。 

全庁的に視覚障がいのある人に通知をする際には封筒に『寒川町』という点字シールを貼

るよう周知を行っていますが、その他文章等に対しても支援ができるよう調整をしていきま

す。 
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（エ）日常生活用具給付等事業 

 

【事業の概要】 

在宅で障がいのある人に対し、身体介護を支援する介護・訓練支援用具や、入浴・食事な

どの自立生活を支援する自立支援用具、排泄管理を支援する排泄管理支援用具などの快適な

日常生活を支援するための用具を給付します。 

 

【現状と実績】 

事業特性として、一度交付した用具は耐用年数を超えない限り、基本的には再交付ができ

ないため、件数自体に大幅な増加の傾向は見られませんが、排泄管理支援用具(ストーマ用装

具等)については、定期的な交付が必要なため、今後も継続して利用が見込まれています。 

 

※排泄管理支援用具の件数は給付実人数（実際は半年毎の申請・交付となっている） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日常生活用具給付事業 
令和３年度

（２０２１年度） 
令和４年度 

（２０２２年度） 
令和５年度 

（２０２３年度） 

介護・訓練支援用具 件数 
計画 2 2 2 

実績 5 2 0 

自立生活支援用具 件数 
計画 4 4 4 

実績 5 2 1 

在宅療養等支援用具 件数 
計画 5 5 5 

実績 3 5 3 

情報・意思疎通支援用具 件数 
計画 4 4 4 

実績 4 9 5 

排泄管理支援用具 
（ストーマ用装具等） 

件数 
計画 92 92 92 

実績 96 98 94 

居宅生活動作補助用具 件数 
計画 1 1 1 

実績 1 0 0 
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【サービス見込量と考え方】 

年度によって増減がありますが、実績値の平均を見込みました。 

 

令和 8 年度（2026 年度）までの見込み）  

日常生活用具給付事業 
令和６年度

（２０２４年度） 
令和７年度 

（２０２５年度） 
令和８年度 

（２０２６年度） 

介護・訓練支援用具 件数 2 2 2 

自立生活支援用具 件数 3 3 3 

在宅療養等支援用具 件数 4 4 4 

情報・意思疎通支援用具 件数 6 6 6 

排泄管理支援用具 件数 96 96 96 

居宅生活動作補助用具 件数 1 1 1 

 

【今後の事業展開】 

技術の進歩に伴い、新たに日常生活用具の対象となりうるものが増えてきています。とり

わけ情報・意思疎通支援用具に関しては、利用者からの要望が多く、日常生活用具の対象と

するかどうかの検討が必要となります。今後も引き続き対象となるものの見直しを行い、よ

り良いサービス提供ができるよう、事業を進めていきます。 
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（オ）手話奉仕員養成研修事業 

 

【事業の概要】 

手話人口を広め、その中から手話通訳者を輩出するための講座を実施し、聴覚障がいのあ

る人が積極的に社会へ参加できるよう支援します。 

平成 25 年度（2013年度）より必須事業に位置づけられた事業です。 

 

【現状と実績】 

神奈川県で実施している手話通訳者養成講座につなげるため、町聴覚障害者協会の協力を

得ながら手話通訳者養成講座を開催しています。初級①、初級②、中級、上級の 4 コースを

複数年かけ行っています。初級コースに関しては、手話人口を広めることを目的としており、

参加者も多くなりますが、中級・上級コースは、手話通訳者を目指す方が対象のため参加者

が減少しがちな状況です。 

 

手話通訳者養成講座 
令和３年度

（２０２１年度） 
令和４年度 

（２０２２年度） 
令和５年度 

（２０２３年度） 

実受講者数 
計画 40 27 21 

実績 19 19 6 

手話通訳者養成

講習受講者数 

計画 － － － 

実績 1 0 0 

登録見込者数 
計画 0 0 1 

実績 0 1 0 

※令和３年度（2021 年度）は初級①・上級、令和４年度（2022 年度）は初級②・中級・令和５

年度（2023 年度）は中級・上級コースを実施。 

 ※町には手話奉仕員登録制度がないため、登録見込者数は、神奈川県の手話通訳者認定試験に合格

し、手話通訳者として町に登録した数となります。 
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【サービス見込量と考え方】 

受講者数の見込量については、講座のコース内容により参加者数に差があるため、直近の

実績数値に基づいて見込みました。（初級①15人、初級②11 人、中級6 人、上級 4 人。） 

登録にあたっては、神奈川県の手話通訳者養成講習の受講試験に合格後、２年間の受講が

必要になります。さらに、手話通訳者認定試験に合格する必要もあります。しかしながら、

現在、養成講習を受講中の人がいないこと、また、令和６年度（2024年度）に受講を開始

する人の見込みがないことから、登録見込者数を 0 人としています。 

 

手話通訳者養成講座 
令和６年度

（２０２４年度） 
令和７年度 

（２０２５年度） 
令和８年度 

（２０２６年度） 

受講者数 19 17 19 

手話通訳者養成 
講習受講者数 

0 2 （2） 

登録見込者数 0 0 0 

   ※（ ）内の数値は、前年度からの引き続きの受講者数を記載しています。 

 

【今後の事業展開】 

確実に手話通訳者を増やしていくため、町聴覚障害者協会と内容を検討しながら、複数年

にわたって計画的に、講座を開催していきます。 
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（カ）移動支援事業 

 

【事業の概要】 

障がいがあり一人で外出することが困難な人に、生活を営む上で必要となる外出や、余暇

活動などの社会参加を促すため、外出時の移動を支援します。 

 

【現状と実績】 

 令和 4 年度（2022年度）については、利用者数、延べ利用者数、延べ利用時間全てにお

いて増加傾向が見受けられました。 

移動支援 
令和３年度

（２０２１年度） 
令和４年度 

（２０２２年度） 
令和５年度 

（２０２３年度） 

実利用者数 
計画 82 86 91 

実績 60 69 66 

延べ利用者数 
計画 849 896 945 

実績 477 692 305 

延べ利用時間 
計画 6,856 7,235 7,631 

実績 3,098 3,442 2,235 

 

【サービス見込量と考え方】 

実利用者数、延べ利用者数、延べ利用時間については、近年の実績変動を考慮し、増加を

見込みました。 

 

（令和 8 年度（2026 年度）までの見込み）  

移動支援 
令和６年度

（２０２４年度） 
令和７年度 

（２０２５年度） 
令和８年度 

（２０２６年度） 

実利用者数 69 72 76 

延べ利用者数 627 655 691 

延べ利用時間 4,623 4,824 5,092 

 

【今後の事業展開】 

全国的にヘルパーが不足している状況の中、いかに社会資源を増やしていくかが課題とな

っています。この課題については、早急な解決を望めるものでないことから、国や県などと

協力し対策を講じていきます。また、利用目的や実施方法の見直しなど、より社会参加を促

せるよう検討を続けます。 
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（キ）地域活動支援センター機能強化事業 

 

【事業の概要】 

障がいのある人が地域において自立した日常生活・社会生活を営むことができるよう、創

作的活動や生産活動の機会を提供し、社会との交流の促進を図ることを目的とした事業です。

さらに、地域活動支援センターの機能をより充実強化することで、障がいのある人等の地域

生活支援の促進を図ります。 

 

【現状と実績】 

この事業の基礎となる地域活動支援センターを町内に１箇所設置していますが、その利用

実績は横ばいの状況です。また、茅ヶ崎市内にある地域活動支援センターについても利用で

きるよう同市と協定を結んでおりますが、そちらの利用実績も大きな変化は見られません。

就労継続支援Ｂ型などの障がい福祉サービスを利用する人が増加し、地域活動支援センター

の利用者が固定化している印象があります。 

 

地域活動支援センター 
令和３年度

（２０２１年度） 
令和４年度 

（２０２２年度） 
令和５年度 

（２０２３年度） 

町内 

設置箇所 
計画 1 1 1 

実績 1 1 1 

実利用者数 
計画 23 24 25 

実績 19 16 21 

町外 

利用箇所 
計画 3 3 3 

実績 3 3 3 

実利用者数 
計画 4 5 6 

実績 2 2 1 

 

【サービス見込量と考え方】 

町内外の事業所ともに利用者は横ばいですが、今後もニーズは継続すると思われます。 

 

（令和 8 年度（2026 年度）までの見込み）  

地域活動支援センター 
令和６年度

（２０２４年度） 
令和７年度 

（２０２５年度） 
令和８年度 

（２０２６年度） 

町内 
設置個所 1 1 1 

実利用者数 22 23 24 

町外 
利用箇所 3 3 3 

実利用者数 ２ ２ ２ 
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【今後の事業展開】 

主に精神疾患を有する方の利用となっており、就労継続支援等の利用に向けた地域での活

動場所として、また、地域の居場所として運営を実施してきました。今後も誰もが利用しや

すい場所として、利用者のニーズを考慮しながら、事業の実施をしていきます。 

また、今後も茅ヶ崎市の協力を得て、同市内の地域活動支援センターが利用できるよう、

調整を図ります。 
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（２） 任意事業 

 

（ク）訪問入浴事業 

 

【事業の概要】 

重度の身体障がいのある人の自宅に訪問し、入浴サービスを提供することで、身体を清潔

にし、心身機能を維持できるよう支援します。 

 

【現状と実績】 

 訪問入浴を利用する以外に入浴方法が確保できない人が対象であり、通所や居宅介護によ

り入浴が可能な方は対象外となるため、対象者が限られています。 

 

訪問入浴サービス 
令和３年度

（２０２１年度） 
令和４年度 

（２０２２年度） 
令和５年度 

（２０２３年度） 

実利用者数 
計画 6 6 6 

実績 5 ４ ４ 

延べ利用者数 
計画 284 284 284 

実績 219 224 139 

 

 

【サービス見込量と考え方】 

利用できる対象者が限られているため、利用実績を基に横ばいで見込みました。 

 

（令和 8 年度（2026年度）までの見込み）  

訪問入浴サービス 
令和６年度

（２０２４年度） 
令和７年度 

（２０２５年度） 
令和８年度 

（２０２６年度） 

実利用者数 4 4 4 

延べ利用日数 260 260 260 

 

【今後の事業展開】 

 家庭や通所による入浴が困難な状態にあっても、健康維持ができるよう利用者や介護者の

ニーズに対応していきます。 
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（ケ）日中一時支援事業 

 

【事業の概要】 

障がいのある人の日中における活動の場を確保し、障がいのある人の家族の就労や一時的

な休息のため、日中、障害福祉サービス事業所、障害者支援施設などにおいて、見守りや集

団生活に適応するための訓練等の支援を行います。 

 

【現状と実績】 

 年度により実績に差があるものの、介護者の負担を軽減するために欠かせない事業となっ

ています。 

 

日中一時 
令和３年度

（２０２１年度） 
令和４年度 

（２０２２年度） 
令和５年度 

（２０２３年度） 

実利用者数 
計画 34 37 40 

実績 34 37 28 

延べ利用者数 
計画 408 473 548 

実績 409 383 148 

延べ利用時間 
計画 8,736 10,128 11,734 

実績 7,156 6,399 3,217 

 

【サービス見込量と考え方】 

実利用者数、延べ利用者数、延べ利用時間にの実績値は減となっていますが、生活介護等

へ通所した後の利用を希望されている方が多いため、利用実績の平均を見込みました。 

 

（令和 8 年度（2026 年度）までの見込み）  

日中一時 
令和６年度

（２０２４年度） 
令和７年度 

（２０２５年度） 
令和８年度 

（２０２６年度） 

実利用者数 36 36 36 

延べ利用者数 396 396 396 

延べ利用時間 6,778 6,778 6,778 

 

【今後の事業展開】 

町内既存の事業所を充実させていくとともに、利用対象者のライフステージに対応した支

援体制の構築に努めます。 
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（コ）社会参加支援事業 

 

【事業の概要】 

卓球教室の開催やスポーツ大会への参加、スポーツ教室の開催など、障がいのある人が積

極的に社会参加できるよう支援します。 

. 

【現状と実績】 

卓球教室及びスポーツ大会は、例年、参加者が固定化しています。また、高齢化が進み参

加が難しくなっている人が増えていることに加え、新規参加者があまり増えていないのが現

状です。 

 

 

  
令和３年度

（２０２１年度） 
令和４年度 

（２０２２年度） 
令和５年度 

（２０２３年度） 

卓球教室 延べ参加人数 
計画 89 89 89 

実績 17 41 0 

スポーツ 

・大会参加 
延べ参加人数 

計画 46 46 46 

実績 0 20 13 

 

【サービス見込量と考え方】 

ここ数年は新型コロナウイルス感染症の影響により大会の中止等が相次ぎ、見込みの算出

は困難であるため、令和４年度（2022 年度）の実績を基に横ばいで見込みます。スポーツ

大会については、スポーツ推進計画との整合性を図り、今後も障がいのある人にもスポーツ

に親しんでもらえるよう機会を提供していきます。 

 

（令和 8 年度（2026 年度）までの見込み）  

  
令和６年度

（２０２４年度） 
令和７年度 

（２０２５年度） 
令和８年度 

（２０２６年度） 

卓球教室 延べ参加人数 41 41 41 

スポーツ大会参加 延べ参加人数 20 20 20 

 

【今後の事業展開】 

卓球教室及びスポーツ大会は、新規参加者を増やしていくための広報活動や、障がいのあ

る人が参加しやすい新たな競技種目の検討を行うなど、障がいのある人がひとりでも多く参

加できるような事業展開をしていきます。 

 

 

 

 

 

 



第５章 第７期障がい福祉計画（第３期障がい児福祉計画を含む） 

 

104 

 

 

（３）地域生活支援事業の見込量確保のための方策  

障がいのある人が、町で自立した日常生活を送ることや生きがいを感じながら、生

活していくには、国が実施しているサービスだけでは限界があります。 

それを補うためにも、町の事業である地域生活支援事業を充実していかなければな

りません。  

また、サービス提供の充実に終わらず、さらに地域の人たちの理解と協力を得ると

ともに、近隣市との連携等により障がいのある人が地域で安心して暮らしていけるよ

う検討していきます。 

 

 

◆相談支援体制の強化 

基幹相談支援センターを中心に、総合的・専門的な相談支援を実施するとともに、

引き続き、地域における支援体制の問題点や課題などについて、地域自立支援協議会

において協議、検討し、地域の課題に対する取り組みを図ります。 

また、障がいのある人の権利を守るために、成年後見制度や法人後見支援事業＊等を

行っている寒川町社会福祉協議会と連携を図り、成年後見制度利用支援事業の活用に

も繋げていきます。 

 

 

◆サービス提供事業所の整備 

移動支援については、提供事業所が少なく利用者の要望に充分に応えることが難し

い状況が続いています。第７期計画においても、利用目的や実施方法の見直しなど、

検討を続けていきます。 

 

 

◆地域支援体制の確立 

障がいのある人が住み慣れた地域で暮らしていくためには、地域全体で支えていく

必要があります。様々な機会を通して、障がいへの理解を深めるために、イベントや

展示等の啓発活動を行っていきます。 

また、地域支援体制の確立に向け、引き続き地域におけるネットワークの構築を図

っていきます。 



 

 

 

 

 

 

資 料 編 
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■計画策定までの経過■ 

 

令和４年８月 21 日（水） 

令和４年度第２回寒川町地域自立支援協議会開催 

※新型コロナウイルス感染症の拡大により書面会議 

議題 （１）児童期における支援ネットワークの構築について 

（２）寒川町障がい者福祉計画令和３年度実施結果及び評価について 

（３）寒川町障がい者福祉計画次期計画策定に係るアンケートについて 

 

令和４年 10 月 12 日（水） 

令和４年度第 3 回寒川町地域自立支援協議会開催 

会場 シンコースポーツ寒川アリーナ（寒川総合体育館）１階 多目的室 

議題 （１）寒川町障がい者福祉計画次期計画策定に係るアンケートについて 

 （２）児童期支援ネットワークワーキンググループ活動報告 

 

令和４年 11 月９日（水） 

令和４年度第 4 回寒川町地域自立支援協議会開催 

会場 シンコースポーツ寒川アリーナ（寒川総合体育館）１階 多目的室 

議題 （１）寒川町障がい者福祉計画次期計画策定に係るアンケートについて 

 

【アンケート実施】※アンケート調査結果はホームページに公表 

① 令和５年２月１日から令和５年３月 13 日 

② 令和５年６月１日から令和５年７月 28 日  

対象 ① 身体障害者手帳、療育手帳、精神保健福祉手帳をお持ちの寒川町民 

 ② 寒川町在住の難病患者（指定難病のある方） 

配布数（①＋②計）1,036人  

有効回答数     488通 

有効回答率     47.1％ 

 

令和５年２月１日（火）  

令和４年度第５回寒川町地域自立支援協議会 

※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、書面会議にて実施 

議題 （１）児童期支援ネットワークワーキンググループ活動報告 

（２）令和５年度寒川町地域自立支援協議会のスケジュール（案）について  
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令和５年７月７日（金）   

令和５年度第１回寒川町地域自立支援協議会 

会場 寒川町民センター１階 展示室１議題 

議題 （１）寒川町障がい者福祉計画実施状況及び評価について 

 

令和５年８月 16 日（金） 

令和５年度第 2 回寒川町地域自立支援協議会開催 

会場 寒川町民センター１階 展示室１議題 

議題 （1）寒川町障がい者福祉計画について 

 

令和５年９月 21 日（木） 

令和５年度第 3 回寒川町地域自立支援協議会開催 

会場 寒川町民センター１階 展示室１ 

議題 （1）寒川町障がい者福祉計画について 

 

令和５年 1１月８日（水） 

令和５年度第４回寒川町地域自立支援協議会開催 

会場 シンコースポーツ寒川アリーナ(寒川総合体育館)サブアリーナ 

議題 （1）寒川町障がい者福祉計画について 

 

令和５年１２月４日（月） 

寒川町議会文教福祉常任委員会協議会へ報告 

 

令和５年 12 月８日（金）～令和６年 1 月 11 日（木） 

寒川町障がい者福祉計画（案）のパブリックコメント＊実施 

閲覧場所   寒川町役場本庁舎（１階福祉課窓口・２階情報公開コーナー） 

シンコースポーツ寒川アリーナ（寒川総合体育館）、寒川総合  

図書館、寒川町町民センターおよびセンター分室、北部・南部 

文化福祉会館、健康管理センター、福祉活動センター、ふれあ 

いセンター、寒川町ホームページ 

 

令和６年２月７日（水）  

令和５年度第５回寒川町地域自立支援協議会開催 

議題 （1）寒川町障がい者福祉計画について 
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令和６年２月 27 日（火） 

  寒川町議会文教福祉常任委員会協議会へ報告 

 

令和６年３月１日（金） 

  県への意見照会 

 

令和６年３月中旬～ 

パブリックコメント結果公表 

閲覧場所   寒川町役場本庁舎（１階福祉課窓口・２階情報公開コーナー） 

シンコースポーツ寒川アリーナ（寒川総合体育館）、寒川総合  

図書館、寒川町町民センターおよびセンター分室、北部・南部 

文化福祉会館、健康管理センター、福祉活動センター、ふれあ 

いセンター、寒川町ホームページ 

 

令和６年 3 月 19 日（火） 

  県より計画承認 

 

令和６年 3 月末 

  寒川町障がい者福祉計画策定 
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■寒川町地域自立支援協議会設置要領■ 

  (趣旨) 

第 1条 この要領は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律(平成 17年法律第123号。以下「法」という。)第 89条の3第

1項の規定に基づき設置する寒川町地域自立支援協議会(以下「協議会」とい

う。)の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

(所掌事務) 

第 2条 協議会の所掌事務は、次のとおりとする。 

(1) 相談支援体制の強化に関すること。 

(2) 町の障がい福祉施策の検討、評価及び提案に関すること。 

(3) 町の障がい福祉に係る計画の検討、評価及び提案に関すること。 

(4) 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律(平成 25年法律第

65号。)第 17条第 1項の規定に基づく障害者差別解消支援地域協議

会に関すること。 

(5) 協議会の運営に関すること。 

(6) その他協議会の目的を達成するために必要な事項 

 

(組織) 

第 3条 協議会は、委員 20人以内で組織し、次に掲げる者のうちから町長

が委嘱する。 

(1) 障がいのある当事者及びその家族 

(2) 障がい福祉関係団体の職員 

(3) 公募の町民 

(4) その他町長が認める者 

 

(委員の任期) 

第 4条 委員の任期は 2年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の

残任期間とする。 

2 委員は、再任されることができる。 

 

(会長及び副会長) 

第 5条 協議会に会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。 

2 会長は、協議会の会務を総理する。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

 

(会議) 

第 6条 協議会の会議(以下「会議」という。)は、会長が招集し、会議の議

長となる。 
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2 会議は、委員の過半数の出席がなければ議事を開き、議決することがで

きない。 

3 会長は、会議の運営上必要があると認めるときは、委員以外の者に出席

を求め、その説明又は意見を聞くことができる。 

 

(議事録) 

第 7条 協議会の議事録は、議事の概要を記した要点筆記とする。 

 

(ワーキンググループ) 

第 8条 協議会の所掌事務について必要な資料の収集、調査及び研究を行う

ため、ワーキンググループを置くことができる。 

2 ワーキンググループの構成員及びワーキング内容は、会議において決定

する。 

 

(秘密の保持) 

第 9条 協議会の委員は、職務上知り得た個人情報を他に漏らしてはならな

い。その職を退いた後も同様とする。 

 

(事務局) 

第 10条 協議会の事務局は、健康福祉部福祉課又は寒川町障害者基幹相談

支援センター事業実施要綱（令和２年 10月１日施行）第４条の規定に基

づき受託した社会福祉法人等が担当する。 

 

(委任) 

第 11条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は会長が協議会に諮っ

て定める。 

 

附 則 

1 この要領は、平成 22年 4月 1日から施行する。 

2 この要領の施行の際、最初に任命される委員の任期は、第 4条の規定に

かかわらず当該任命の日から平成 24年 6 月 30日までとする。 

附 則(平成 23年 4 月 1日) 

この要領は、平成 23 年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 25年 4 月 1日) 

この要領は、平成 25 年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 29年 4 月 1日) 

この要領は、平成 29 年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和２年９月３０日) 

この要領は、令和２年１０月1日から施行する。 

附 則(令和３年３月３１日) 

この要領は、令和３年４月1日から施行する。 
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◆寒川町地域自立支援協議会委員名簿 

（令和５年7月1日現在） 

  氏  名 所  属 

会長 田代 茂 寒川町障害者事業所連絡会（友達） 

副会長 浅野 瑠水 社会福祉法人 寒川町社会福祉協議会 

委員 

大西 洋子 当事者家族 

長谷川 尚子 寒川町聴覚障害者協会 

山根 信子 寒川町手をつなぐ育成会 

長田 澄代 寒川町視覚障害者福祉協会 

瀧本 聡 特定非営利活動法人 ともだち 

小川原 寿恵 茅ヶ崎寒川地区自閉症児・者親の会（茅ヶ崎・寒川やまびこ） 

露木 芳 茅ヶ崎・寒川ホーム連絡会（けやぐ） 

井地 洋平 寒川町障害者事業所連絡会（寒川まち食堂） 

飛彈 恭子 公募の町民 

榎本 和代 公募の町民 

城戸 やちよ ＳＫ卓球協会 

鈴木 俊夫 寒川町自治会長連絡協議会 

金子 明 寒川町民生委員児童委員協議会 

中野 久美子 医療法人社団朋友会 けやきの森病院 

内藤 傑 生活相談室 すまいる 

小松 美穂 寒川町障がい者相談支援事業所 ゆいっと 

佐藤 佳織 神奈川県中央児童相談所 子ども相談課 

守村 妙子 茅ヶ崎市保健所保健予防課 
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■障がい福祉関係用語集■ 

■あ行 

【あんしん賃貸支援事業】  

障がいのある人や高齢者が属する世帯、ひとり親世帯等の入居を受け入れることと

して、都道府県等の登録を受けた民間賃貸住宅に関する情報提供やさまざまな支援を

行うことにより、障がい者の入居をサポートする事業。 

 

【意思決定支援】 

知的障がいや精神障がい（発達障がいを含む）等で意思決定に困難を抱える障が     

い者が、日常生活や社会生活等に関して自分自身がしたい（と思う）意思が反映さ    

れた生活を送ることが可能となるように、障がい者を支援する者が行う支援の行為及

び仕組みのこと。 

 

【一般就労】 

民間企業等に雇用され働くこと。 

 

【医療的ケア】 

自宅で家族等が日常的に行う、医療的生活援助行為のこと。 

 

【医療的ケア児】 

心身の機能に障害があり、人工呼吸器や胃ろう等を使用し、たんの吸引や経管栄養

などの医療的ケアが日常的に必要な児童のこと。 

 

【インクルージョン】 

障害の有無を問わずすべての人の多様性を個性として受け入れられる社会。 

 

【SOS ネットワーク事業】 

障がいのある人が行方不明になってしまった時に、警察や関係機関等と連携をと

り、本人の安全と家族の安心を支える事業。 

 

【SDGｓ:エスディージーズ】 

Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）の略称で、「この先の世

界が今以上によくなるために、2030 年までに世界の人全員で協力して解決したい目

標」のこと。2015 年9 月の国連サミットで採択された世界共通の目標で、健康と福

祉、海の豊かさを守るなどの、経済・社会・環境の 17 項目にまたがる。 
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【音響信号機】 

横断歩道で視覚障がい者を誘導するため音を出す装置がついている信号機のこと。 

 

■か行 

【学習障害（LD）】 

全般的に知的発達に遅れはないが、「聞く」「話す」「読む」「書く」「計算する」「推

論する」といった学習に必要な基礎的な能力のうち、一つないし複数の特定の能力に

ついてなかなか習得できなかったり、うまく発揮することができなかったりすること

によって、学習上、様々な困難に直面している状態。 

 

【基幹相談支援センター】 

地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として、障害 者相談支援事業及び

成年後見制度利用支援事業並びに身体障害者、知的障害者及び精神障害者に対する相

談等の業務を総合的に行う機関。 

 

【強度行動障がい】 

他害や自傷行為等が通常考えられない頻度と形式で出現している状態を指す。 

 

【緊急通報システム】 

ひとり暮らしの在宅重度障害者に対し、緊急事態に対する不安を解消し、日常生活

の安全を確保することを目的とし、緊急時に迅速かつ適切な対応を図るため、緊急通

報装置を貸与するシステム。 

 

【権利擁護】 

知的や精神に障がいのある人が、様々な場面で不利益を被ることのないように、弁

護あるいは擁護する制度の総称。 

 

【高次脳機能障がい】 

一般に外傷性脳損傷、脳血管障がい等により脳に損傷を受け、その後遺症等として

生じた記憶障がい、注意障がい、社会的行動障がい等の認知障がい等を指す。 

 

【コミュニケーションボード】 

聴覚障がい、音声・言語機能障がい、精神障がい、知的障がい、発達障がいのある

人など、話し言葉によるコミュニケーションが難しい人たちが絵や文字を指さしして

使用するコミュニケーションツールのこと。 
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■さ行 

【視覚障がい】 

身体障がいの一種です。身体障害者福祉法＊では、障がいが永続するものであって、

①両眼の視力がそれぞれ 0.１以下のもの、②一眼の視力が 0.0２以下、他眼の視力が

0.６以下のもの、③両眼の視野がそれぞれ１0 度以内のもの、④両眼による視野の２

分の１以上が欠けているものをさすとされている。 

 

【肢体不自由】 

身体障がいの一種です。身体障害者福祉法では、肢体及び体幹の機能の障がいを指

し、①一上肢、一下肢または体幹の機能の著しい障がいで、永続するもの、②一上肢

のおや指を指骨間関節以上で欠くもの、③一下肢をリスフラン関節以上で欠くもの、

④両下肢のすべての指を欠くもの、⑤一上肢のおや指の機能の著しい障がいまたは人

差し指を含めて一上肢の三指以上の機能の著しい障がいで、永続するもの、⑥①から

⑤までに掲げるもののほか、その程度が①から⑤までに掲げる障がいの程度以上であ

ると認められる障がいが対象とされている。 

 

【自治会】 

町又は字の区域その他市町村内の一定 の区域に住所を有する者の地縁に基づいて形

成された団体。 

 

【児童委員】 

地域の子どもたちが元気に安心して暮らせるように、子どもたちを見守り、子育て

の不安や妊娠中の心配ごとなどの相談・支援等を行う。 

 

【児童相談所】 

児童福祉法に基づき都道府県、指定都市及び児童相談所設置市が設置する障がい児

を含めた児童福祉サービスの中核となる相談・判定・指導機関。児童福祉司、児童心

理司、医師等が配置され、市町村が行う児童福祉に関する業務の実施に関して、市町

村間の連絡調整や市町村に対する情報提供等の援助を業務とするほか、①児童に関す

る家庭その他からの相談のうち、専門的な知識及び技術を必要とするものに応ずるこ

と、②児童及びその家庭につき、必要な調査並びに医学的、心理学的、教育学的、社

会学的及び精神保健上の判定を行うこと、③児童及びその保護者につき、調査または

判定に基づいて必要な指導を行うこと、④障害児施設給付費等の支給要否決定の際に

意見を述べること等、必要に応じ巡回してこれらの業務を行う。 
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【児童福祉法】 

１８歳未満の児童の健全な育成と福祉の積極的増進を基本精神とする、児童の福祉

に関する基本法です。児童保護のための禁止行為や児童福祉司・児童相談所・児童福

祉施設などの諸制度について定めている。 

 

【自閉スペクトラム症】 

重度の知的障害を伴う自閉症から知的障害を伴わないアスペルガー症候群など幅広

い症状を含む発達障害の一種。 

 

【社会資源】 

福祉ニーズを充足するために活用される施設・機関、個人・集団、資金、法律、知

識、技能等々の総称。 

 

【社会福祉協議会】 

社会福祉法に基づく社会福祉法人の一つ。地域社会において住民が主体となり、社

会福祉、保健衛生、その他関連のある関係者の参加・協力を得て、地域の実情に応

じ、住民の福祉を増進することを目的とする民間の自主的な組織です。全国、都道府

県指定都市、市区町村の３種類の社会福祉協議会がある。 

 

【住宅入居等支援】 

賃貸契約による一般住宅への入居を希望しているが保証人がいない等の理由に 

より入居が困難な知的障害者又は精神障害者（共同生活援助を利用する者を除く。） 

に対し、入居に必要な調整等を行う。 

 

【障害基礎年金】 

国民年金法に基づく年金給付の一種です。国民年金加入中（または加入していた人

で６0 歳～６５歳未満の時）に初診日のある疾病で、初診日から１年６か月経過した

時に請求することができる。 

 

【障がい児】 

１８歳未満である障がいのある人のこと。身体障がい、知的障がいにおいては児童

福祉法にて定義されている。精神障がいについては、精神保健及び精神障害者福祉に

関する法律によって定義されている。 
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【障害者差別解消支援地域協議会】 

地域における関係機関等のネットワークを構築し、障害者差別に関する相談事例    

の共有や情報交換を行うとともに、障害者差別解消に関する様々な課題について協 

議することを役割とします。 

 

【障がい支援区分】 

障がい福祉サービスの必要性を明らかにするため、障がいのある人の心身の状態を

総合的に表す区分です。市町村がサービスの種類や量を決定する際に勘案する事項の

一つで、介護給付の申請があった場合に認定が行われる。「区分１」から「区分６」の

６区分が定められている。 

 

【障がい児通所支援】 

児童福祉法に基づき、障がいのある児童に対する日常生活での基本的な動作の指

導、集団生活への適応訓練等の援助を行うサービスです。就学前の障がいのある児童

を対象とした「児童発達支援」や就学中の障がいのある児童を対象とした「放課後等

デイサービス」などのサービスがある。 

 

【障害者基本法】 

身体障がい・知的障がい・精神障がいを対象として、施策の基本理念や、生活全般

にかかわる施策の基本となる事項を定めた法律で、障がいのある人の「完全参加と平

等」を目的としている。昭和４５年に制定された心身障害者対策基本法が、障がいの

ある人を取り巻く社会情勢の変化に対応したものにするため、平成５年に改正され、

障害者基本法となりました。平成２３年に一部が改正され、これにより、全ての国民

が障がいの有無に関わらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として

尊重されるものであるとの理念が明示され、障がいのある人の定義の見直しや、基本

施策として“療育”や“消費者としての保護”、“司法手続きにおける配慮”などが新

設された。 

 

【障害者虐待防止法】 

障がいのある人に対する虐待の禁止や虐待を受けた場合の保護及び自立の支援のた

めの措置、養護者に対する支援のための措置等を定め、障がい者虐待の防止、養護者

に対する支援等に関する施策を促進し、障がいのある人の権利利益の擁護に資するこ

とを目的とした法律。 

なお、｢障害者虐待｣とは、①養護者による障害者虐待、②障害者福祉施設従事者等

による障害者虐待、③使用者による障害者虐待。類型は、①身体的虐待、②ネグレク

ト、③心理的虐待、④性的虐待、⑤経済的虐待の５つに分けられる。 
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【障害者雇用促進法】 

正式名称「障害者の雇用の促進等に関する法律」と言い、企業等で障がい者の雇    

用を促進し、また、雇用されている障がい者の職業の安定を図るために制定された。 

 

【障害者週間】 

毎年１２月３日から９日までの一週間を「障害者週間」として、広く障がい福祉に

ついて関心と理解を深めるため、積極的に活動する期間。 

 

【障害者就業・生活支援センター】 

障がいのある人の職業の安定を図ることを目的として設立された社会福祉法人、Ｎ

ＰＯ法人等で、障がいのある人が職業生活における自立を図るために就業及びこれに

伴う日常生活または社会生活上の支援を行う機関。 

 

【障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法） 】 

障がいのある人が、その有する能力や適性に応じ、自立した日常生活または社会生

活を営むことができるよう、障がい福祉サービスに係る給付などの支援制度について

定めた法律。平成 25年 4 月より障害者自立支援法から改正され、その対象者が障が

い者手帳の所持者に加えて難病患者が増え、平成２８年６月の改正により、障がい児

支援のニーズの多様化へのきめ細かな対応や障がい福祉サービスの質の確保・向上に

向けた環境整備が行われることとなった。 

 

【障害者優先調達推進法】 

国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関し、障害者就労施設

等の受注の機会を確保するために必要な事項等を定めることにより、障害者就労施設

等が供給する物品等に対する需要の増進を図るもの。 

 

【障がい福祉サービス】 

障がいのある人が自らサービス内容や事業者・施設を選択し、契約により各種サー

ビスを利用する制度。障害者総合支援法に基づき「介護給付」、「訓練等給付」及び市

町村で実施する「地域生活支援事業」に区分けされる。各サービスを利用する前に、

支給申請をし、支給決定を受ける必要がある。 

 

【障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）】 

障がいを理由とする差別の解消の推進に関する基本的事項や、国や地方公共団体等

と民間事業者における差別を解消するための措置などについて定めたもので、平成

28 年 4 月に施行された。 
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【湘南東部拠点事業所配置圏域】 

 藤沢市、鎌倉市、寒川町で構成される障害福祉サービス等地域拠点事業を進めるた

めの広域エリア。 

 

【重症心身障がい／重症心身障がい児者】 

重度の肢体不自由と重度の知的障がいが重複した状態を重症心身障がいといい、そ

の状態の子どもを重症心身障がい児という。さらに成人した重症心身障がい児を含め

て重症心身障がい児者と定めている。 

 

【手話通訳者】 

都道府県の行う手話通訳養成研修事業を終了し登録を受けた者。聴覚障がい者の理

解力に応じた手話通訳の能力が求められる。手話通訳者の技能を有するものの相称と

して、手話通訳士、手話奉仕員を含む意味で用いる場合もある。 

 

【自立支援医療】 

障害者総合支援法に基づいた公費負担医療の名称。実施主体は、更生医療、育成医

療は市町村、精神通院医療は都道府県。 

「自立支援医療費支給認定実施要綱」によれば、対象となるのは確実な治療効果を

期待できる疾患とされており、更生医療と育成医療については、例えば、角膜移植、

外耳道形成術、人工関節置換術、心臓ペースメーカー設置、人工透析、口蓋烈後遺症

の歯科矯正等であり、精神通院医療については、統合失調症、躁うつ病、うつ病、て

んかん、認知症等の脳機能疾患などが対象。 

 

【自立支援給付】 

障害者総合支援法に基づくサービスに関する個別給付で、支給決定または認定を受

けた障がいのある人が、制度の対象となるサービスを利用した場合に、要した９割を

基本に公費負担する制度。 

 

【身体障がい者】 

身体障害者福祉法により、都道府県知事または政令指定都市・中核市の市長から身

体障害者手帳の交付を受けた者。 
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【身体障害者手帳】 

身体障害者福祉法に定められた、身体に障がいがあると判定された人に交付される

手帳。 

対象となる障がいは、①視覚障がい、②聴覚または平衡機能障がい、③音声機能、

言語機能またはそしゃく機能障がい、④肢体不自由障がい、⑤内部機能障がい（呼吸

器、ぼうこうまたは直腸、小腸、免疫、腎臓、心臓、肝臓）で、障がいの程度により

１級から６級の等級が記載される。 

 

【身体障害者福祉法】 

身体障がい者の自立と社会経済活動への参加を促進するために、身体障がい者を援

助し、および必要に応じて保護し、身体障がい者の福祉の増進を図ることを目的とす

る法律。具体的な更生援護として、身体障害者手帳の交付、診査、更生相談、障害者

総合支援法による障がい福祉サービスの提供、障害者支援施設等への入所等の措置、

盲導犬の貸与等を定めている。 

 

【精神障がい者】 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第５条では「統合失調症、精神作用物質

による急性中毒またはその依存症、知的障害、精神病質その他の精神疾患を有する者

をいう。」と定義されている。 

 

【精神障害者保健福祉手帳】 

精神保健及び精神障害者に関する法律に基づき、精神障がいの状態にあると認めら

れた人に交付される手帳。１級から３級に区分けされ、手帳所持者は、各種福祉サー

ビスを受けることができる。 

 

【精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム】 

精神障がいの有無や程度にかかわらず、誰もが安心して自分らしく暮らすことがで

きるよう、医療、障害福祉・介護、住まい、社会参加（就労など）、地域の助け合い、

普及啓発（教育など）が包括的に確保された、地域共生社会の実現に向かっていく上

で欠かせないシステムのこと。 
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【精神保健福祉士】 

精神に障がいのある人の保健及び福祉に関する専門的知識と技術によって、精神に

障がいのある人の社会復帰に関する相談に応じ、助言、指導、日常生活への適応のた

めに必要な訓練その他の援助を行う。精神保健及び精神障害者に関する法律に基づく

国家資格で、精神保健福祉士試験に合格し、精神保健福祉士登録簿に登録された者を

いう。 

 

【成年後見制度】 

認知高齢者、知的障がい、精神障がいにより、判断が不十分な人が契約等の法律行

為ができるよう、成年後見人を選任する制度。 

 

【成年後見制度利用支援事業】 

知的障がいや精神障がいのある人に対し、家庭裁判所で町長申し立てにより選任さ

れた後見人等の報酬を一部補助する制度。 

 

【相談支援事業所】 

障害者等が居宅において自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう

に、生活全般に関する相談、サービス利用計画の作成等を行っている。 

 

■た行 

【地域活動支援センター】 

障がいのある人が通い、創作的活動または生産活動の機会の提供、社会との交流の

促進等を図る事業所。 

 

【地域自立支援協議会】 

障がいのある人が安心して暮らすことができるよう、地域の障がい者福祉に関する

ネットワークづくりの中核的な役割を果たす定期的な協議の場とし、また地域の実情

に合った課題の解決に向け取り組んでいくことを目的に設置した協議会。 

地域の関係機関によるネットワークの構築、困難事例や地域の課題等の情報共有、

共通の目的の課題解決に向け協議・検討を行う場。 

 

【地域生活支援拠点】 

障害者の重度化・高齢化や「親亡きあと」を見据えた、居住支援のための機能をも

つ場所や体制こと。 
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【地域包括支援センター】 

地域内の高齢者に対する総合相談、権利擁護、支援体制づくり、介護予防に必要な

援助などを行う機関。 

 

【地域防災計画】 

生命、身体及び財産を災害から守ることを目的として、策定しているもの。 

 

【知的障がい者】 

知的機能の障がいが発達期（概ね１８歳まで）にあらわれ、日常生活に支障が生じ

ているため、何らかの特別の援助を必要とする状態にある人。 

 

【チック障害】 

 顔をしかめる・まばたきをするなど意図しない意味のない運動が素早く繰り返され

る“運動チック”と、意図しない音や言葉を繰り返し発する“音声チック”がみられ

る病気のこと。 

 

【注意欠陥・多動性障がい（ADHD）】 

年齢あるいは発達の不釣り合いな注意力及び衝動性、多動性を特徴とする行動の障

がいで、社会的な活動や学業の機能に支障をきたすもの。 

 

【聴覚障がい】 

耳から大脳の聴覚中枢に至る経路の一部あるいは全部に損傷があり、言葉や音の聞

き取りが困難で、日常のコミュニケーションに支障があると自覚または他覚されてい

ること（人）をいう。なお、身体障害者福祉法では、両耳の聴覚レベルが７0dB 以上

の人などを聴覚障がい者とし、障害程度等級を２級から６級の間で認定している。 

 

【特別支援学校】 

障がいのある児童・生徒に対し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善

する又は克服するために適切な指導や必要な支援を行う学校。 

 

■な行 

【内部障がい】 

肢体不自由以外の体の内部の障がいのことで、身体障害者福祉法に定められた身体

障害の総称。具体的には、心臓、じんぞう、呼吸器、ぼうこうまたは直腸、小腸、肝

臓もしくはヒト免疫不全ウィルスによる免疫の機能障がいを指す。 
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【難病】 

「原因不明、治療方法未確立で、かつ後遺症を残すおそれが少なくない疾病」とし

て調査研究を進めている疾患のうち、診断基準が一応確立し、かつ難治度、重症度が

高く患者数が比較的少ないため、公費負担の方法をとらないと原因の究明、治療方法

の開発等に困難をきたすおそれのある疾患。 

 

【日常生活用具】 

給付の対象となる日常生活用具は、(1)安全かつ容易に使用できるもので、実用性が

認められるもの、(2)日常生活上の困難を改善し、自立を支援し社会参加を促進するも

の、(3)製作や改良、開発に当たって障がいに関する専門的な知識や技術を要するもの

で、日常生活品として一般的に普及していないもの、という三つの要件を全て満たす

ものであること、並びに、用具の種類として、次に掲げる６種類の枠組みが示されて

いる。 

①介護・訓練支援用具：特殊寝台、特殊マット等の介護支援用具や訓練用のいすなど 

②自立生活支援用具：入浴補助用具、屋内信号装置、入浴・食事・移動等の支援用具 

③在宅療養等支援用具：電気式たん吸引器、盲人用体温計その他の在宅支援用具 

④情報・意思疎通支援用具：点字器、人工喉頭など情報伝達、意思疎通等の支援用具 

⑤排泄管理支援用具：ストーマ用装具その他排泄管理を支援する用具及び衛生用品 

⑥居宅生活動作補助用具：当該用具であり、設置に小規模な住宅改修を伴うもの 

 

【NET119（ねっと いち いち きゅう）】 

聴覚障がいなどの理由で、電話を利用して音声による 119 番通報が困難な方に利

用いただくもので、携帯電話やスマートフォンを使い素早く消防に通報することがで

きるシステムです。FAX119 では難しかった、外出先からの通報や、チャット（文

字による対話）を利用した通報が可能になっている。利用にあたっては事前に登録が

必要。 

 

■は行 

【発達障がい】 

病気とは異なり生まれつきの特性であり、いくつかのタイプに分類される。自閉ス

ペクトラム症、アスペルガー症候群、注意欠如・多動性障害、学習障害、チック障害

などが含まれ、生まれつき脳の一部の機能に障害があるという点が共通している。同

じ人に、いくつかのタイプの発達障害があることも珍しくなく、そのため、同じ障害

がある人同士でもまったく似ていないように見えることがあり、個人差がとても大き

いのが特徴。 
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エース 
【発達障害支援センター「かながわ A」】 

発達障害のある方に対する支援を総合的に行う機関です。神奈川県域（横浜市、川

崎市、相模原市を除く）の発達障害のある方、ご家族、関係機関等への支援を行って

いる。 

 

【発達障害者地域支援マネージャー】 

発達障がい児者及びその家族が、ライフステージを通じて身近な地域で適切な支援

を受けて安定した社会生活を送れるようにするため、地域の関係諸機関に対する機関

支援（機関コンサルテーション）を専門に行います。発達障がい児を支援している事

業所などからの支援依頼に基づき、電話や訪問、ケース会議への参加等を通じて、発

達障がい児者の支援を行う機関に対しケースの見立てや、必要な支援の橋渡し等の活

動を行う。 

 

【パブリックコメント】 

国や地方公共団体などの行政が、新たな行政計画等を作成するときに、その案を公

表し一般からのコメント（意見）を求める制度。 

 

【バリアフリー】 

障がいのある人等が社会生活をしていく上で「バリア（障がい）」を「フリー(除

く)」にするという意味で用いられ、障がいのある人を取り巻く社会環境における制度

的・文化・情報面の妨げを取り除くこと。 

 

【バリアフリートイレ】 

その人の持つ特性や性別、年齢などにかかわらず、あらゆる人が気兼ねなく利用で

きるように設計されたトイレのこと 

 

【ハローワーク（公共職業安定所）】 

公共職業安定所、略称「職安」、愛称「ハローワーク」は、国（厚生労働省）によっ

て設置された、職業安定法に基づく、国民の安定した雇用機会を確保する事を目的と

した施設です。求職者には、就職についての相談・指導、適性や希望にあった職場へ

の職業紹介、雇用保険の受給手続きを、雇用主には、雇用に関する国の助成金・補助

金の申請窓口業務や、求人の受理などのサービスを提供します。 

 

【非常用電源装置】 

災害などで、電力会社から電力供給が途絶えた際に、自動的に発電機を稼働させ発

電を行う装置。 
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【避難支援全体計画】 

避難行動要支援者の避難支援を迅速かつ的確に行うため、平常時から避難行動要支

援者に関する情報の把握、防災情報の伝達手段・伝達体制の整備及び避難誘導等の支

援体制を確立すること。 

 

【ひまわり教室】 

児童福祉法に基づき、寒川町に設置されている児童発達支援の事業所。 

 

【福祉職】 

困難を抱えて生活するさまざまな人を支援する仕事をする職業。 

 

【福祉的就労】 

障がいのある人が授産施設や作業所等の福祉的な支援のある環境で仕事を行うこと

により、働くことへの意欲や自信を育てるとともに、一般就労（企業等での就労）に

進み、さらに自立した生活ができるよう、継続的な支援を行うこと。 

 

【ペアレントトレーニング】 

保護者や身近な養育者が子どもへの適切なかかわり人を学ぶ家族支援のアプローチ

の一つです。 

 

【法人後見支援事業】 

法人として後見人（又は保佐人、補助人）業務を行い、支援する事業。 

 

【ほっとすぺーす】 

短時間の休憩やトイレ使用、近隣の案内など障がいのある方が、外出中にちょっと

困った時、安心して立ち寄れる場所。 

 

【ボランティア】 

社会福祉において、個人の自由な意思により、考え、発想し、行動するという自発

的な行為を行う人です。個人の意志により無償で労力提供等を行うこと。ボランティ

アの４原則は、「自主性」「社会性」「無償性」「継続性」。 

 

■ま行 

【マイ・タイムライン】 

マイ・タイムラインとは、災害の発生を想定し、自分自身や家族がとるべき防災行

動を時系列で整理するもので、町民一人ひとりの防災行動計画のことです。  
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【民生委員】 

厚生労働大臣から委嘱を受けて一定の地域を受け持ち、社会奉仕の精神をもって地

域社会の中で、障がいのある人をはじめ、子どもから高齢者までの福祉のよき相談相

手としてきめ細かな指導・助言にあたっている。 

 

【みんなのトイレ】 

身体に障がいのある人、オストメイト（人工的に腹部へ人工肛門や人工膀胱の排泄

口を増設した人）、高齢者、妊婦、乳幼児を連れた者等の使用に配慮した誰もが円滑に

利用しやすいトイレ。 

 

■や行 

【ユニバーサルシート】 

長さが１．２メートル以上で大人のおむつ交換ができる介助用ベッド。 

 

【ユニバーサルデザイン】 

年齢・性別・身体能力・障がいの有無を問わずに、できるだけ多くの人が利用可能

であるようなデザイン。 

 

【要支援者】 

必要な情報を迅速かつ的確に把握し、災害から自らを守るために安全な場所に避難

する等の災害時の一連の行動をとるのに支援を要する人々。寒川町では「避難行動要

支援者名簿」を作成した上で個別支援プランを作り、災害時に配慮をしなければなら

ない内容を整理している。 

 

【要約筆記者】 

聴覚障がい者に、話の内容をその場で文字にして伝える筆記通訳者のこと。「話すス

ピード」は「書く（入力）スピード」より数倍も速いため全部は文字化できない。話

の内容を要約して筆記するため『要約筆記』という。 

 

■ら行 

【ライフステージ】 

成長・成熟の度合いに応じた人生の移り変わりをいう。一般的には、乳児期、幼児

期、児童期、思春期、成人期、壮年期、老年期など人生の節目によって区分される生

活環境の段階を指す。 
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【リハビリテーション】 

障がいのある人等に対し機能訓練と社会生活への復帰をめざして行われる治療と訓

練をいい、医学的、社会的、職業的、教育的、心理学的などの諸領域に分けられる。

障がいのある人の身体的、精神的、社会的な適応能力回復のための技術的な訓練を

し、社会生活をしていく手段を得るための総体を指す。 

 

【療育】 

障がいのある子どもが社会的に自立することを目的として行われる医療と保育を指

す。 

  

【療育手帳】 

児童相談所や知的障害者更生相談所において、知的障がいと判定された人に対して

交付される手帳。知的障がいのある人に対して一貫した指導・助言を行うとともに、

各種の支援を受けやすくすることを目的としている。 

 

【レスパイトケア】 

障がいのある人の家族を一時的に介護から解放することによって、日頃の心身の疲

れを回復し、リフレッシュするための援助。 
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